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明治12年（1879年）11月24日

静岡県掛川市亀の甲二丁目203

2,133百万円

56,839名

762名

57店舗（1出張所を含む）

掛川市、菊川市、榛原郡、牧之原市、御前崎市、島田市、藤枝市、焼津市、
静岡市（旧庵原郡蒲原町を除く）、袋井市、磐田市、周智郡、
浜松市（天竜区を除く）

設　　　立

本店所在地

出　資　金

会　員　数

常勤役職員数

店　舗　数

営 業 地 区

当金庫の概要（2020年3月31日現在）

庫 是

道徳を根とし　仁義を幹とし
　　公利を花とし　私利を実とす

経営理念

お客さまと共に金庫も栄え
　明るい職場と幸福な家庭をつくる

私たち島田掛川信用金庫役職員一同は、この庫是を指針として、経営
理念の実現に努めてまいります。

道徳（人として守るべきこと）、仁義（人が定めた法律、規則・規律等）を根幹
として公利（地域社会、会員等の利益）を優先し、私利（金庫、役職員の利益）
は結果であるという考えです。
　※当金庫の創始者である岡田良一郎が職を辞する際に残した言葉です。
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ごあいさつ

　皆様には平素より島田掛川信用金庫に対しまして格別なるご支援とご愛顧を
賜り、心より厚くお礼申し上げます。
　本年も当金庫の業績等を取り纏めた「ディスクロージャー2020 島田掛川信用
金庫の現況」を作成いたしました。本誌をご高覧いただき、当金庫の業務・経営内
容等について、ご理解を一層深めていただければ幸いに存じます。
　
　令和元年度の日本経済は、米中貿易摩擦や世界経済の減速の影響を受け輸出
が低迷しましたが、製造業を中心に人手不足を背景とした省力化投資が下支えし
たことから設備投資は底堅く推移しました。個人消費においては10月の消費税率
の引き上げによる駆け込み需要とその反動減はあったものの、軽減税率導入や
ポイント還元などの対策が功を奏し、その影響は限定的でありました。しかしな
がら、年度後半から表面化した新型コロナウイルスの感染拡大により、3月中旬に
は株式市場において年初来安値を記録するなど、経済の不透明感が増し実体経
済への影響が懸念されています。
　当金庫を取り巻く金融環境は実体経済のとおり、マイナス金利政策の継続をは
じめ、取引先である中小事業者の疲弊による地域経済の停滞等、厳しさを増すこ
とが想定されます。特に中小企業の事業所減少は地域経済の衰退を招く恐れが大
きく、課題解決型営業力の発揮・新規事業の創出が今まで以上に求められます。　

　このような情勢の下、中期経営計画（5ヶ年）の初年度となる当期は、6月24日の「島田掛川信用金庫」の誕生と11月24日の「創立
140周年」という大きな節目の年となりました。
　経営方針は「地域金融機関としてお客様の利便性向上と地域社会の発展に貢献し、経営力向上を図る」と定め、3項目の重点施策
「①地域活性化のための支援力・営業力の強化と経営基盤の拡充　②活力（思考力・判断力・行動力）ある人材の育成と組織の活性化
③経営力・内部態勢の強化」に基づき、庫是「道徳を根とし　仁義を幹とし　公利を花とし　私利を実とす」及び経営理念「お客さまと
共に金庫も栄え　明るい職場と幸福な家庭をつくる」の実現に努めてまいりました。

　さらに、令和2年度は、中期経営計画（5ヶ年）の2年目となり、新金庫の体制を早期に実現し、シナジー効果を地域と共に享受する取
組みを強化していきます。
　また営業力の強化・顧客サービスの向上を目的とした店舗網の再構築としてお客様の利便性に配慮した効率的な店舗運営を目指し、
7月及び10月に4店舗ずつ計8店舗のサテライト店舗化を実施します。店舗網再編による人員再配置を実施し「地方創生」「本業支援」
等の強化により、地域での存在感を高めてまいります。
　地域金融機関として持続可能な業務運営を行うために、本業支援・事業性評価に基づく融資を通じ、中小企業の課題解決に資する
質の高い金融仲介機能を発揮してまいります。
　また、顧客本位の業務運営（フィデューシャリー・デューティー）を念頭に、顧客ニーズを踏まえた良質な金融商品・サービスの開発・
提供や会員向けサービスの充実など顧客重視の業務展開を図り、人口減少等社会構造の変化に的確に対応できる組織体制の強化並
びに、職員の育成に努めてまいります。

　私たち「島田掛川信用金庫」にしかできないことを役職員が総力をあげて、「日本最古の信金から、日本一新しい取り組みを発信し
ます。」のスローガンの下、顧客の期待に応え地域金融機関としての役割を果たしていくことが使命と認識しています。
　今後とも変わらぬご支援、ご指導を賜りますようお願い申し上げます。

　令和2年7月 　　　　　　　　　　
　　　　　　

理事長

会　長

市川　公 伊藤勝英
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■2019年度の業績

（千円）
（千円）
（千円）
（百万円）
　　（千口）
　　（人）
（百万円）
（百万円）
（百万円）
（百万円）
（百万円）
　　（％）
（千円）
（円）

　　（人）
　　（人）
　　（人）

経常収益
経常利益
当期純利益
出資総額
出資総口数
会員数
純資産額
総資産額
預金積金残高
貸出金残高
有価証券残高
単体自己資本比率
出資に対する配当金
出資１口あたり配当金
役員数
　　　　　うち常勤役員数
職員数

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

　当金庫は、地域金融機関として合併によるシナジー効果を地域社会
と共に享受し、地域での存在感向上を目指し地域経済の活性化・円滑
な資金供給に積極的に努め、コンサルティング機能の向上等に取り
組んでまいりました。
　また、経営資源の再構築として、営業地区の重複する6店舗を店舗
内店舗に集約し、店舗網の見直し等を行いました。
　主要な業績としましては、預金は、9,257億99百万円、貸出金は、
3,283億59百万円となりました。経常収益は、123億32百万円、経常
費用は、105億30百万円となり、この結果、経常利益は18億2百万円
となりましたが、合併に伴う特別損失の計上等により当期純利益は
10億70百万円となりました。
　自己資本比率は19.93％です。

　合併初年度となる2019年度は、地域のお客様から大きな信頼を
いただき順調な業績を残すことができました。

単体自己資本比率

最近5年間の主要な経営指標の推移

（単位：百万円）■預金積金残高　■貸出金残高

2016年度 2017年度2015年度 2018年度 2019年度

　自己資本比率は運用している資産等のリスクに占める自己
資本の割合で、金融機関の健全性を判断する上で重要な指標
であります。
　単体自己資本比率は19.93％となりました。国内基準（4％）
を大きく上回っており、経営の健全性・安全性を十分に保って
いると評価しております。

（％）（百万円）

2016年度 2017年度2015年度 2018年度 2019年度

自己資本額と自己資本比率の推移

当金庫の業績

（注）１．単体自己資本比率は、信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づく告示に定められた算式に基づき算出しております。なお、当金庫は国内基準を採
用しております。

２．職員数には役員兼務職員は含まれていません。
３．店舗数には1出張所が含まれています。
４．記載金額等は単位未満を切り捨てて表示しております。
５．2015年度から2018年度の計数は、旧掛川信用金庫の数値を掲載しております。

※2015年度から2018年度の計数は、旧掛川信用金庫の数値を掲載しております。

※2015年度から2018年度の計数は、旧掛川信用金庫の数値を掲載しております。

■自己資本額 　　　自己資本比率
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区　分

破綻先債権

延滞債権

3ヵ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権 

合計

2018年度

2018年度

2018年度

2018年度

2018年度

残高（A） 担保・保証等（B） 保全率（（B+C）/A）貸倒引当金（C）

（単位：百万円、％）

2019年度

2019年度

2019年度

2019年度

2019年度

【破綻先債権】 
元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していること、その他の事由により、元本
又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出先
（未収利息不計上貸出金）のうち、次のいずれかに該当する債務者に対する貸出金です。
①更生手続開始の申立てがあった債務者
②再生手続開始の申立てがあった債務者
③破産手続開始の申立てがあった債務者
④特別清算開始の申立てがあった債務者
⑤手形交換所による取引停止処分を受けた債務者
【延滞債権】
未収利息不計上貸出金のうち、次の2つを除いた貸出金です。
①上記「破綻先債権」に該当する貸出金
②債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸出金
【3ヵ月以上延滞債権】
元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している貸出金で、破綻
先債権及び延滞債権に該当しない貸出金です。

【貸出条件緩和債権】
債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元
本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取り決めを行った貸出金で破綻
先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しない貸出金です。
【担保・保証額】
自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認め
られる額の合計額です。
【貸倒引当金】
リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引当てた金額を記載しており、貸借対照
表の残高より少なくなっております。
【保全率】
リスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。

※なお、これらの開示債権は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認
められる額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全てが損
失となるものではありません。

　金融機能の再生のための緊急措置に関する法律（以下「金融再生法」という）に基づき、資産査定の結果を開示しております。
　リスク管理債権が貸出金のみを対象にしているのに対して「金融再生法」に基づく開示債権には債務保証見返や未収利息など貸出金以外の債
権も含んでおります。 （単位：百万円、％）

金融再生法上の不良債権

　  破産更生債権及びこれらに準ずる債権 

　  危険債権 

　  要管理債権 

正常債権 

合計

  開示残高（A） 保全額（B） 貸倒引当金（D）担保・保証等による
回収見込み額（C）

保全率（B/A） 引当率
（D/（A－C））

（注）金融再生法上の不良債権における貸倒引当金には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。

区　分

2018年度

2018年度

2018年度

2018年度

2018年度

2018年度

2019年度

2019年度

2019年度

2019年度

2019年度

2019年度

【破産更生債権及びこれらに準ずる債権】 
破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っ
ている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
【危険債権】
債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に
従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性が高い債権です。

【要管理債権】
3ヵ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権に該当する貸出金をいいます。
【正常債権】
債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、破産更生債権及びこれ
らに準ずる債権、危険債権、要管理債権以外の債権をいいます。

リスク管理債権の引当・保全状況

金融再生法に基づく開示債権

%
%
%
%
%
%
%
%

%
%
%
%
%
%
%
%
%
%

%
%
%
%
%
%
%
%
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県 立 島 田 高 等 学 校

県 立 相 良 高 等 学 校

島 田 樟 誠 高 等 学 校

県立静岡商業高等学校

県 立 金 谷 高 等 学 校

県 立 小 笠 高 等 学 校

県 立 川 根 高 等 学 校

県立島田商業高等学校

県 立 榛 原 高 等 学 校

県立島田工業高等学校

高校生が気軽にできる地域貢献 

和菓子の商品開発～田沼意次公生誕300年に向けて～

志太カルタ制作プロジェクト 

SEISHO TEAN’S CHALLENGE!

私達の提案する地域活性化プラン 

菊川市の多文化共生

きらめけ川根～川根高校生が考える川根本町の観光～

商品開発における地域の活性化～地域の活性化＆静岡を代表するお土産を目指して～

時代は魚へ～ギョギョッと地域の食卓を征服せよ～

六合コミュニティ文化祭

学校名（※発表順） 研究テーマ

■地方創生への取組み

第4回高校生による地方創生研究発表会を開催

▲

 

▲

 

▲
▲

▲
▲

▲
▲

▲
▲ 2020年2月8日（土）

島田市川根文化センター「チャリム21」

地 共に域と 栄える

　当金庫がハローワークと連携した人材確保支援
「島田掛川モデル」が第23回信用金庫社会貢献賞「地
域活性化しんきん運動・優秀賞」を受賞しました。
　お取引事業者様からの人材確保・育成に関する相
談の増加をきっかけとして取組みを始めた「ハロー
ワークと連携した人材確保支援活動」が、現在静岡県
内12のハローワークと9金庫が、各地域内の雇用支
援に取り組み、県内全域へと拡大していることが評価
されました。
　「島田掛川モデル」は中小企業庁が発行する「2020
年版小規模企業白書」に掲載され、第3部第3章の中
小企業支援機関の役割（好事例）として紹介されてお
ります。

　「地方創生に取り組む地域の高校生たちに研究発表の機会を！」との思いから始まった本発表会も
4回目となりました。本年度は近隣10校の高校生のみなさんが日頃の研究成果を披露してくれました。

静岡県行政書士会との地方創生における包括連携協定を締結

研究テーマ

究発表会を開催

る「202
3章の
されて

発表の機会を！」との思いから始まった本発表会も
みなさんが日頃の研究成果を披露してくれました。

ける包括連携協定を締結

　2020年3月30日、静岡県行政書士会と当金庫が相互に連携・協力し、人口
減少と少子高齢化の課題解決に向けて定住人口の増加を図るとともに、産
業の創出や企業の振興により国民生活の安定に寄与し、地域経済の活性化
による地域社会の発展やお客様の幸福への貢献を目的とした取組みです。

援
地

相
ー
県
支
価

20
中
お

包括連携協定を締結

《具体的な活動》
・各ハローワークが発行する求人情報誌をATMコーナーに配架し、地域の雇用情報を提供
・ハローワーク所長と金庫職員の事業先への訪問による相談の実施
・ハローワーク職員による出張相談会の開催
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販路拡大

創業・新事業進出

経営計画の策定

各種補助金の活用

情報化（IT化等）

マーケティング

事業承継・Ｍ＆Ａ

人材育成・確保

関東経済産業局

静岡県産業振興財団

静岡県商工会連合会

静岡県ものづくり支援センター

静岡県省エネルギー推進協議会

島田市中小企業支援協議会

静岡大学

静岡県立大学

ポリテクセンター静岡

静岡県信用保証協会

静岡県中小企業団体中央会

東海税理士会

静岡県中小企業診断士協会

日本政策金融公庫

静岡県環境資源協会

ミラサポ

ハローワーク
（島田・焼津・掛川・静岡・清水）

産業雇用安定センター

静岡県中小企業家同友会

島田掛川信用金庫中小企業・
事業主の皆様

島田市産業支援センター
（おびサポ）

外部専門家
ネットワーク

連携・
職員常駐

■本業支援への取組み
　当金庫はコンサルティング機能発揮の一環として、中小企業診断士・公認会計士・税理士等の外部
専門家と連携し、お客様の本業支援や経営改善支援に取り組んでいます。

補助金申請支援セミナーを開催

相談

対応
支援

連携

合併記念ものづくり補助金セミナー 経済産業省補助金セミナー
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島田掛川信用金庫と地域社会 ～このまちで、あなたと～

地域貢献への取組み

　当金庫は、静岡県中東遠地区から中部地区を営業区域と
して、地元の中小企業者や住民が会員となって、お互いに助
け合い、お互いに発展していくことを共通の理念として運営
されている相互扶助型の金融機関です。
　地元のお客様からお預かりした大切な資金（預金積金）は、
地元で資金を必要とするお客様に融資を行い、事業や生活の

繁栄のお手伝いをするとともに、地域社会の一員として地元
中小企業者や住民との強い絆とネットワークを形成し、地
域経済の持続的発展に努めております。また、金融機能の提
供にとどまらず、文化、環境、教育といった面も視野に入れ、
広く地域社会の活性化に積極的に取り組んでおります。

　お客様からお預けいただいた預金積金は、様々なニーズに応え地域経済の
活性化に資するために、円滑な資金供給を行う形でお客様や地域社会に還元
しております。

残高等の計数情報／38ページ

貸出金残高 328,359百万円

残高等の計数情報／39・40ページ

預金積金残高に対する有価証券の割合 52.75％

国債
地方債
社債
株式
投資信託
外国証券
その他の証券

有価証券の残高構成
（単位：百万円）

個人のお客様

110,298 
11,039 
12,681 
134,018 

113,188 
52,843 
93,157 
2,394 

150,435 
76,217 
164 

61,357

121,442

182,800

6,932 

4,608 

11,540 

住宅ローン
消費者ローン
その他
合計

法人・事業主のお客様

設備資金

運転資金

合計

設備資金

運転資金

合計

地方公共団体等

（単位：百万円）

人格別・使途別残高構成

■地域経済活性化への取組み

預金積金

お客様／会員

貸出金・支援サービス その他の運用

出資金

残高等の計数情報／37ページ

会員数／56,839名

預金積金残高 925,799百万円

　本業の収益力を表す業務純益は、3,247百万円、経常利益は
1,802百万円、当期純利益は1,070百万円となりました。また、金融
機関の健全性を表す指標である自己資本比率は19.93％と、国内基
準の4％を上回る水準を確保しました。

常勤役職員数／762名 店舗数／57店舗

今期の決算

島田掛川信用金庫

※計数はいずれも2020年3月末現在

出資残高 2,133百万円

運用額 488,402百万円
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　当金庫では地域の皆様とのふれあいと、お客様相互の親睦を図ることを目的として、お客様で構成する会（外郭団体）を組織し、様々な
活動を当金庫が事務局として支援しております。今後も新しい生活様式の範囲内での活動を計画・支援してまいります。

　当金庫は「地域経済への持続的な発展への貢献」のみならず「文化的・社会的貢献」を通じての地域との共存共栄こそが、地域金融機関
としての重要な使命であると認識しております。役職員で構成する「島田掛川信用金庫ふるさと応援隊」を結成し、地域社会の一員として
相乗的な発展を目指し、新しい生活様式を意識しながら、様々な活動に積極的に取り組んでまいります。

ふるさと応援隊の活動

顧客ネットワーク

活動事例

　当金庫では各界の著名人の講演会を企画開催しております。

　島田商工会議所との共催により、事業
創造大学院大学客員教授でテレビの情
報番組でコメンテーターとしてもご活躍
のフリーキャスター伊藤聡子氏を講師
にお招きし、「地域経済の活性化が日本
の元気を取り戻す 」と題してご講演い
ただきました。

文化的貢献

■文化的・社会的貢献

・藤枝駅南商店街振興組合様の美化運動への参加
・大東温泉シートピア周辺の海岸清掃および
  ビーチバレーコート周辺の清掃活動
・島田夏まつり「おばけ屋敷」の運営補助
・菊川河川敷のクリーン作戦
・しまだ大井川マラソン大会へのボランティア参加
・マリンパーク御前崎・東ビーチの清掃活動
・田沼意次公誕生300年記念大祭の大名行列のサポート
・県営吉田公園チューリップまつりに向けた
  球根の植え付け作業

　当金庫の会員事業所を対象として、研修会や視察
旅行等の実施に加え、ゴルフコンペ等により親交を
深めております。

掛信会（旧掛川信用金庫）
島信会（旧島田信用金庫）

　女性を対象として、カルチャー教室の開催や観劇
旅行等の活動をしています。

● ひまわり会・島信会合同親睦旅行
● ガーデニングセミナー
● お楽しみ夕食会

ひまわり会

　地域の若手経営者による組織です。地区を5ブロックに分けて講演会等の活動
をしています。題）

経営者協議会青年部会（旧掛川信用金庫）

　年金をお受け取りの方を対象として、親睦旅行やグラウンドゴルフ大会等、健
康的で楽しい行事を企画・実施しています。

● 一泊親睦旅行
● 親睦輪投げ大会

● 若やぎ会・ひまわり会親睦日帰り旅行
● 総会兼春の親睦旅行(清水港クルーズ・富士浅間大社）

若やぎ会

「地元企業のための身近な助成金」

「従業員の資産形成のための
iDeCoの制度理解とメリットについて」

「法人向け保険商品等の税制改正について」

「売り上げアップにつなげる！
イキイキとした話し方」

「地域に広がる SDGs」
～金融・企業の役割と、一人一人ができることを考える～

「木と古民家」～日本文化は森林から始まる～

「たかが経済、されど経済、まずは経済」

● 清水達也氏
（静岡産業保健総合支援センター）

● 田代ゆきえ氏
（損保ジャパン日本興亜DC証券）

● 小山善男氏
（損保ジャパン日本興亜ひまわり生命）

● 牧野光子氏
（フリーアナウンサー）

● 木下 聡氏
（静岡SDGsネットワーク代表）

● 山下晋一氏
（こころ現代民家研究所株式会社代表取締役）

● 倉山 満氏
（歴史エッセイスト 憲政史研究家）

活動事例

講演会事例（講師と演題）

活動事例

活動事例

● 若手経営者視察旅行（大田区工業フェア）
● 初倉島信会・初倉経済交流会 合同研修旅行
● 信ちゃんゴルフ大会
● レクリエーション大会
● 相良信友会親睦旅行（一泊二日 九州）
● 焼津地区3店舗合同交流会（ボウリング大会）
● 西焼津島信会20周年記念落語独演会
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当金庫は、合併と同時に中期経営計画をスタートさせました。

重点施策

　持続可能な地域社会の実現に向けて、
「独自性・特性や強み」を活かした取組みを
進化させ、価値ある課題解決策の提案と円滑
な資金供給を通じ、必要不可欠な金融機関と
して存在感を高めます。

地域活性化のための支援力・
営業力の強化と経営基盤の拡充

　地域やお客様の課題解決を担う人材の育
成や働き方改革等に向けた取組みを進化さ
せていきます。また、職場環境の改善に向け
各種施策を実現します。

活力（思考力・判断力・行動力）ある
人材の育成と組織の活性化

　地域・お客様第一の経営を実現するため
に強固な経営基盤の構築に向け、収益性・生
産性・効率性・健全性等の向上に資する取組
みを強化します。

経営力・
内部態勢の強化

合併により目指す姿

『日本最古の信金から、
　日本一新しい取り組みを発信します。』

信用金庫3つのビジョン

中小企業の健全な発展

金融仲介機能の発揮

■課題
各種経営課題（販路拡大・人材確保・事業承継等）

■課題解決支援
・ライフステージ別課題解決

地域社会繁栄への奉仕 豊かな国民生活の実現

個人のお客様への取組み

■課題
資産形成・相続問題等

地域連携への取組み

■課題
地域活性化・人口減少等

■課題解決支援
・地方創生総合戦略との連携 ・行政と連携した施策立案

■課題解決支援
・資産承継、形成サポート ・お客様ライフプラン提案

本業支援

地域（営業エリア）

島田掛川信用金庫

地域活性化への貢献／地方創生／SDGsへの取組み

中期経営計画（2019年6月24日～2024年3月31日）

　2019年6月24日に掛川信用金庫と島田信用金庫は合併し島田掛川信用
金庫としてスタートしました。
　私たちはこの合併により目指すものを、下記のとおりと考えております。

１．両金庫の店舗網（掛川市、島田市を中心に磐田市から静岡市に57店舗）を有効
に活用することにより、より一層、地域のお客様の利便性向上が図られます。

２．地元中小企業者の皆様に対する本業支援を強化することで、企業の育成、地域
経済の発展に、これまで以上に貢献ができます。

３．両金庫が保有する専門能力を結集し総合力を高めることで、コンサルティング業
務の強化、お客様ネットワークの拡大が図られ、多様化、高度化するお客様の要
望に迅速かつ的確に応えることが可能となります。

　当金庫は更なる経営体質の強化を図り、地域金融機関として確固たる経
営基盤を構築し、お客様の利便性向上と地域社会の発展に寄与していく所
存でございます。

　島田掛川信用金庫のシンボルマークは、アルファベットのSとKの
文字の組み合わせで構成されています。SとKは、「島田
（SHIMADA）」「掛川（KAKEGAWA）」と、「信用（SHINYOU）」
「金庫（KINKO）」を意味します。また、ＳとＫが寄り添ってできる末
広がりの形状は「人」を表現しており、人を育て、人を大切にし、人を
通じて社会に貢献するという思いが込められています。また、シンボ
ルマークのSにはブルー、Kにはグ
リーンを採用しました。ブルーは
大井川の水流をイメージし「信頼
と誠実」を、一方グリーンは一面に
広がる茶園をイメージし「安心感
と成長」を表現したものです。

シンボルマーク

スローガン　 数値計画（2024年3月末）

3,850億円1兆円預金残高 貸出残高
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トピックス

　地域の皆様に支えられ、当金庫は2019年11月に
創立140周年を迎えることができました。

創立140周年記念式典・祝賀会

　全国信栄懇話会主催（全信協・信金中金協賛、保険会社後援）の「信用金庫PRコンクール」が開催され、応募作品395作品の中から
パンフレット・小冊子部門において当金庫のパンフレットが優秀賞を受賞しました。
　応募したパンフレットは、各種預金関係・保険・地域のみなさまへ・経営者のみなさまへ等です。

以下講評
「島田掛川信用金庫はチラシ「将来の備えは万全ですか？」。問いかけ質問形式の採用により、読者をひきつけて、傷害保険、終身保険など各種保険と預金の
訴求を行っている。QRコードによる詳報性へのアプローチも掲載している。合併後間もない環境の中、呼吸の合った表現に注目が集まった。」

創立140周年記念式典

第39回信用金庫PRコンクール入賞

島田掛川信用金庫合併記念＆
創立140周年記念定期預金の発売

　2019年6月の合併と共に同年11月に創立140周年を迎えるにあたり、
お客様に感謝の気持ちを伝えるために記念定期預金の発売を行いました。
商品内容は、20万円以上の定期預金に対し年0.100％の金利を適用し、成
約目標を140億円としました。2019年11月1日から2020年3月31日まで
ロングランで行った結果、最終実績は191億円となり計画を上回る結果と
なりました。
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態勢の整備

　当金庫は、協同組織の地域金融機関として地域密着型金融の
取組みは重要な使命の一つであると認識しております。
　私たちは庫是を指針として経営理念の実現のため、これまで
以上に、課題解決型金融の実践により地域活性化への貢献と顧
客基盤の充実・経営基盤強化を目指し、地域に必要とされる信
用金庫として地域密着型金融に取り組んでまいります。

　今後の地域密着型金融につきましては、国の「まち・ひと・しご
と創生総合戦略」における地方創生への取組みに通じるもの
であり、当金庫の存在価値の向上につながるものと捉えており
ます。また、従来からの取組みを拡充することも、当金庫経営理
念の実現につながるものと確信しております。

　お取引先企業のライフステージに応じた最適なソリューションを提案するとともに、より専門的なアドバイスや情報提供を行うため外部専
門家、外部機関等と連携を図りコンサルティング機能を発揮していきます。このような取組みを実現するため、地域サポート部を中心とした取
組みを深化させ、お取引先企業への支援体制を強化していきます。

コンサルティング機能の発揮「ライフステージ別課題解決型支援の取組強化」

1. 創業･新事業開拓を目指す
    お客様への支援

　地域のお取引先企業の創業・新事業を応援し
ます。特に、地公体や商工会議所・商工会等と連
携し、地域活性化を目指した創業セミナーや相談
会等を開催していきます。

2. 成長段階における更なる飛躍が
    見込まれるお客様への支援

　営業店・地域サポート部一丸となってコンサル
ティング機能を発揮しサポート体制の一層の強
化を図ります。本部職員と営業店職員との同行訪
問により、職員の目利き力を養い、補助金活用に
よる資金供給やビジネスマッチングでの売上拡大
等の支援に取り組みます。

5. コンサルティング機能の強化

　取引先企業の事業内容、技術力、販売力、経営
者の資質等を適切に把握し、ライフステージを見
極め、成長可能性を重視した課題解決支援、融資
につながる取組みを強化します。
　併せて、事業性評価の実効性を高めるため、外
部機関等との連携を強化し、研修プログラムを
構築・運用し人材育成に努めます。

3. 経営改善・事業再生が必要な
    お客様への支援

　中小企業再生支援協議会や経営改善支援セン
ター等との連携、また、取引先の顧問税理士との
積極的な連携により、経営の改善・再生に向けた
経営アドバイスや課題解決力の強化に努めます。

4. ライフステージ全般にわたる支援

　公的な専門家派遣制度に加え、当金庫独自の
専門家ネットワークの活用を充実させ、ネット
ワークのつながりを強化して様々なライフステージ
に応じた経営課題の解決を図っていきます。また、
中小企業経営力強化支援法による「経営革新等
認定支援機関」としての機能を発揮するなど、ライ
フステージ全般にわたる支援を強化します。

地域密着型金融の取組み

　地域密着型金融を恒久的な取組みとして行っていくためには、当金庫の経営態勢がより整備される必要があり、以下のことについて継続的に
整備・強化に努めております。

経営力の一層の強化に
取り組みます。

　持続可能な地域密着型金融の取組みを実現
するために、ガバナンスの強化、コンプライアン
ス態勢・リスク管理態勢の強化、収益力の強化、
経営基盤の強化を図っていきます。

頼りにされる金融機関となるために、
人材の育成・活用に努めます。

　お取引先企業の皆様や、個人利用者の皆様の
ご期待に応えられる知識及び能力を備えた人材
育成に努めます。

適切なディスクローズを
実施します。

　地域の皆様からの信頼を得られるように適切
な情報開示を行います。

地域社会のニーズ把握に
取り組みます。

　地域密着型金融が地域に必要とされるものと
なるよう、マーケットインの発想を大切に取り組
みます。

外部機関等との連携・ネットワークの
構築に努めます。

　島田市産業支援センター（おびサポ）をはじめ
とする外部機関との連携により、幅広いお客様の
ニーズに対応していきます。

具体的な取組み

「起業・創業支援による地域の雇用創出」

「成長・成熟期への支援」

「経営改善・再生期支援強化」「事業承継・M&A支援強化」

1

■基本的考え方　

「事業性評価の取組強化」
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経営改善の取組み（2019年6月24日～2020年3月31日）

正常先①

要注意先

破綻懸念先④

実質破綻先⑤

破綻先⑥

小計（②～⑥の合計）

合計

うちその他要注意先②

うち要管理先③

Ａのうち期末に
債務者区分が
変化しなかった
先数 Ｃ

Ａのうち
再生計画を
策定した
先数 Ｄ

ランクアップ率
＝Ｂ/Ａ

再生計画
策定率
＝Ｄ/Ａ

経営改善支援
取組み先 Ａ

Ａのうち期末に
債務者区分が
ランクアップした
先数 B

（注)●合併後の取組みを表示しております。
●経営改善支援取組み先は取引先企業（個人事業主を含む）であり、個人ローン、住宅ローンのみご利用の先は含まれておりません。
●Bには当期末の債務者区分が合併以後にランクアップした先数を記載しております。

　　　なお、経営改善支援取組み先で期中に完済となったお取引先はAに含まれており、Bには含まれておりません。 
●合併時の債務者区分が「うち要管理先」であった先が期末に「うちその他要注意先」にランクアップした場合はBに含まれております。
●合併時に存在した債務者で、期中に新たに「経営改善支援取組み先」に選定した先については（仮に選定時の債務者区分が期初の債務者区分と異なっていたとしても）期初の債務者
区分に従って整理しています。

●期中に新たにお取引を開始した先については、含まれておりません。
●Cには期末に債務者区分が合併時と変化しなかった先数を記載しております。
●みなし正常先については正常先に含まれております。
再生計画とは、再生支援協議会等の外部機関及び専門家により策定支援されたもの、金庫が策定支援したもの、債務者自身が策定したものを含みます。

（単位：先数）

　地域密着型金融の取組みは、コンサルティング機能・地域の面的再
生等、地域金融機関としてお取引先様だけでなく地域全体の活性化に貢
献することを目指しています。
　当金庫の活動が、地域の皆様にとって大きなメリットとなることをご理
解いただき、地域の活性化のため、取組み状況について積極的に発信し
てまいります。

地域や利用者に対する積極的な情報発信3

地域の面的再生への積極的な参画　地域の課題解決支援

1. 地域の面的な再生

　当金庫は地域金融機関として外部ネットワーク
の活用やビジネスマッチングの開催を通じて、個
別資金の供給にとどまらず、地域全体の活性化に
貢献していきます。また、各市町が策定する地方
創生総合戦略への協力や地公体・商工会議所・商
工会と連携し、異業種交流会、成長分野向けのセ
ミナー等の企画・運営を通じて地域産業の育成を
促進します。

3. 若手経営者等の人材育成のための
    講師派遣

　商工会・商工会議所、税理士事務所勉強会、当
金庫取引先の若手経営者勉強会など外郭団体主
催のセミナー等へ当金庫職員を派遣し、金融知識
や経営ノウハウ、財務管理などの他、補助金や国・
地公体の支援策を周知するなど、地域活性化と地
域企業の活力向上に貢献する人材育成に取り組
みます。

2. 地域活性化につながる多様なサービスの提供

　当金庫は地域金融機関としての特性を活かし、
金融知識の向上のため近隣の中学校・高等学校
で金融知識教育・授業・職場体験を実施し、地域
社会の基盤整備に貢献できる活動を目指してい
ます。

「地域情報の仲介・発信」「『産学官金労言』の連携強化」 「地域活性化支援」

各ライフステージに応じた経営課題に対する経営相談受付

専門家派遣制度の利用

補助金申請支援

ビジネスマッチング取扱

地域の商工団体や顧客団体への
人材育成支援・各種団体への講師派遣

各種経営セミナーや異業種交流会の開催

面談

成約

具体的な取組実績

　当金庫では「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に
踏まえ、お客様からお借り入れや保証債務整理の相談を受けた際に、真
に対応するための態勢を整備しております。

　また、経営者保証の必要性については、お客様との丁寧な対話により、
法人と経営者の関係性や財務状況等を把握し、同ガイドラインの記載内
容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めております。

「経営者保証に関するガイドライン」への取組み4

5

2019年度の状況

2

新規に無保証で融資した件数

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合

保証契約を解除した件数

経営者保証に関するガイドラインに基づく
保証債務整理の成立件数
（当金庫をメイン金融機関として実施したもの）

2,294
1,087

140
294

34

16

9

136
2.05

50

0

件
回
件
件
件

回

回

件
%
件

件
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18 

0 

13 

2 

0 

33 

33 

1 

0 

0 

0 

0 

1 

1 

0 

11 

0 

9 

2 

0 

22 

22 

0 

15 

0 

12 

1 

0 

28 

28 

83.3

92.3

84.8

84.8

－
%
－
%
－
－
%
%

5.6

0.0

3.0

3.0

%
－
%
－
－
%
%
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1. 取組み方針

2. 金融円滑化実施のための体制整備

金融円滑化の取組み

　地域の中小企業及び個人のお客様への安定した資金供給は、
営業地域が限定された協同組織金融機関である信用金庫に
とって、最も重要な社会的使命です。
　当金庫は、お客様からの資金相談や貸付条件変更等のお申

込みがあった場合にはこれまでと同様、お客様の抱えている問
題を十分に把握したうえで、その解決に向けて真 に取り組ん
でまいります。

事業者様

住宅ローンご利用者様

融資管理部 経営支援担当

融資部 審査担当

電話 ： 0537-24-6623

電話 ： 0537-24-6614

　島田掛川信用金庫は地域の中小企業及び個人のお客様に必要な資金を安定的に供給し、地域経済の発
展に寄与するため、以下の方針に基づき、地域金融の円滑化に役職員が一丸となり取り組んでおります。

　当金庫は、上記取組み方針を適切に実現するため、以下のとおり体制整備を図り、地域金融円滑化への取組みや、相談体制を一層
充実させてまいります。

❶

❷

❸

❹

❺

❻

「金融円滑化管理方針」・「金融円滑化管理規程」等を定め、金融円滑化全般を所管する部門の担当理事を「金融円
滑化管理責任者」としております。  

営業店でのお客様への経営相談・経営改善支援に向けたきめ細かな取組みの実施、経営のサポートを地域サポー
ト部と融資部、融資管理部が連携して担当しております。

各営業店では部店長を「金融円滑化営業店責任者」とし「ご返済計画相談窓口」を設置するとともに、融資管理部
に電話による相談窓口を設置し、お客様からのお借入条件変更等のご要望に対し、真 に対応させていただく体
制を整えております。

お客様の資金繰り安定化に向けて、全てのお取引先に資金繰り状況をお伺いし、実態に応じて新たな借入や貸付
条件の変更等をご提案しております。

「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨を踏まえ、「融資事務取扱規程」「与信取引に関する対顧客説明態勢に
係る基本規程」等を制定し、経営者保証に関して適切に対応するための態勢を整えております。

お客様の事業価値を適切に見極めるための能力（目利き能力）及び経営改善指導能力の向上に向けた研修を実施
しております。

本部相談窓口
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　当金庫は、他の金融機関から借入をされているお客様から貸
付条件の変更等の申し出があった場合など、当該金融機関や信
用保証協会等と緊密な連携を図る必要性が生じたときは、守秘

義務に努め、お客様の同意を得たうえで、これらの関係機関と
情報の確認・照会を行うなど、緊密な連携を図りながら地域金
融の円滑化に努めてまいります。

　当金庫は個々のお取引先の資金繰安定化を第一に考え、返済
条件の変更や新規融資の相談等に誠実に対応するとともに、コ
ンサルティング機能の発揮により様々な経営相談、課題解決提
案を実施し、地域経済の活性化につながるよう努めております。
　また、経営革新等支援機関として、お客様の経営改善支援に、
これまで以上に各営業店と本部が情報共有し経営相談に応じ
るとともに、顧問税理士などの専門家や中小企業再生支援協議

会等の外部機関とも連携して経営改善支援に取り組んでおり
ます。特に、企業と顧問税理士を交えた三位一体での取引先支
援をさらに強化しコンサルティング機能を発揮していく方針
です。
　引き続き、資金繰り相談や経営相談など、どのような相談につ
きましても当金庫本支店の営業・融資担当者までお気軽にご相
談ください。

3. 他の金融機関等との緊密な連携

島田掛川信用金庫 相談受付直通電話番号

島田掛川信用金庫 金融円滑化相談受付ｅメールアドレス

フリーダイヤル ： 0120-221-741
（当金庫営業日　9:00～17:00）

sksb0761@sk-shinkin.co.jp

お客様からの貸付条件の変更等に関するご意見・ご相談は、次の相談窓口をご利用ください。

4. 中小企業金融円滑化の取組み状況

お問い合わせ窓口

相談専用ブース（本店営業部）
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コンプライアンスの態勢

島田掛川信用金庫行動綱領

1

2

3

4

5

■コンプライアンス（法令等遵守）の態勢　
　コンプライアンスとは「法令等遵守」「企業順法」などの意味で
用いられ、各種法令にとどまらず、広く倫理や社会的規範などを
遵守することをいいます。
　当金庫役職員には、公共的使命を担う地域金融機関として業
務運営を行っていく過程において数多くの法令、内部規程、世
間一般のルールが存在し、これを確実に遵守する行動が求めら
れております。
　当金庫では、コンプライアンス・プログラム（コンプライアンス
を実現するための具体的な実施計画）を年度ごとに策定し、理
事会の承認を得て実施してきました。組織面では、本部にコン
プライアンスの統括部署を設置するとともに、コンプライアンス
に関する事項を協議する「コンプライアンス委員会」を開催して

コンプライアンス機能の充実を図っております。また、各部店に
コンプライアンス担当を配置しコンプライアンスに関するモニ
タリングを行い、その徹底を図っております。
　さらに、役職員としての基本的な行動規範となる「島田掛川信
用金庫行動綱領」を制定するとともに、役職員の行動を含むあ
らゆる企業活動をコントロールするための文書「コンプライア
ンス・マニュアル」を、全役職員に配付し、その内容も毎期見直し
その実効性を高め、コンプライアンス態勢の確立に取り組んで
まいりました。
　今後も、コンプライアンス経営を最重要課題として位置付け、
より高い倫理観の下、経営トップ自ら率先垂範し、その精神を貫
くことにより地域の信頼を確立するよう努力してまいります。

9

8

6

7

人権の尊重
すべての人々の人権を尊重する。

職員の働き方、職場環境の充実
職員の多様性、人格、個性を尊重する働き方を実現する。
また、健康と安全に配慮した働きやすい職場環境を確保
する。

環境問題への取組み
資源の効率的な利用や廃棄物の削減を実践するとともに、
環境保全に寄与する金融サービスを提供するなど、環境問
題に積極的に取り組む。

社会参画と発展への貢献
当金庫が社会の中においてこそ存続・発展し得る存在であ
ることを自覚し、社会とともに歩む「良き企業市民」として、
積極的に社会に参画し、その発展に貢献する。

反社会的勢力との関係遮断、
テロ等の脅威への対応
社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力は、これを
断固として排除し、関係遮断を徹底する。また、国際社会が
テロ等の脅威に直面している中で、マネー・ローンダリング
対策およびテロ資金供与対策の高度化に努める。

信用金庫の社会的使命と公共性の自覚と責任
信用金庫のもつ社会的使命と公共性を常に自覚し、責任あ
る健全な業務運営の遂行に努める。

質の高い金融等サービスの提供と
地域社会発展への貢献
経済活動を支えるインフラとしての機能はもとより、創意と
工夫を活かし、お客さま本位の業務運営を通じて、お客さ
まのニーズに応えるとともに、市民生活や企業活動に脅威
を与えるテロ、サイバー攻撃、自然災害等に備え、セキュリ
ティレベルの向上や災害時の業務継続確保などお客さま
の利益の適切な保護にも十分配慮した質の高い金融およ
び非金融サービスの提供等を通じて、地域経済・地域社会
の発展に貢献する。

法令やルールの厳格な遵守
あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範に決し
てもとることのない、誠実かつ公正な業務運営を遂行する。

地域社会とのコミュニケーション
経営等の情報を積極的、効果的かつ公正に開示し、広く地
域社会とのコミュニケーションの充実を図る。また、信用金
庫を取り巻く幅広いステークホルダーとの建設的な対話
を通して、社会からの理解と信頼を確保し、自らの価値向
上を図る。
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顧客保護等管理態勢　

金融ADR制度への対応

　当金庫は、法令やルールを厳格に遵守し、社会規範に則り、誠実かつ公正な地域金融機関としてお客様の正当な利益の保護および
利便の向上に向けて「顧客保護等管理方針」を定め、これを遵守します。

1.お客様とのお取引または商品の説明および情報の提供につき
ましては、お客様の知識、経験、財産の状況および契約締結目
的等を踏まえ適切かつ十分に対応します。

2.お客様からの問い合せ、ご相談、ご要望および苦情につきまし
ては、公正・迅速・誠実に対応し、お客様のご理解とご納得を得
るよう適切かつ十分に対応します。

3.お客様の情報につきましては、情報の漏洩、滅失または毀損等
を防止し適切に管理します。

4.業務を外部委託する場合、お客様にかかる情報の管理や、お客
様への対応が的確に行われるよう委託先を適切に管理します。

5.お客様とのお取引において、お客様の利益が不当に害されるこ
とのないよう、利益相反のおそれのある取引を適切に管理します。

6.顧客保護や利便の向上のために必要であると判断した業務は、
この方針に基づき適切に対応します。

顧客保護等管理方針

　当金庫は、お客様からの苦情のお申し出に公正かつ的確に対応するため業務運
営体制及び内部規則を整備し、その内容を金庫ホームページ並びにパンフレットに
て公表しています。
　当金庫に対する苦情は、金庫営業日（9時～17時）に営業店（電話番号は61、62
ページ「店舗一覧」を参照ください）、または、リスク統括部にお申し出ください。

▲

苦情処理措置

　当金庫は、紛争解決のため、当金庫営業日に上記のリスク統括部または全国しん
きん相談所にお申し出があれば、東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護
士会の仲裁センター等にお取次ぎいたします。
　尚、前記弁護士会の仲裁センター等は、東京都以外の各地のお客様にもご利用
いただけます。その際には、お客様のアクセスに便利な東京以外の弁護士会をご利
用する方法もあります。例えば、東京以外の弁護士会において東京の弁護士会とテ
レビ会議システム等を用いる方法（現地調停）や、東京以外の弁護士会に案件を移
す方法（移管調停）があります。ご利用いただける弁護士会については、あらかじめ
右記「東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会、全国しんきん相談所
または当金庫リスク統括部」にお尋ねください。
　また、当金庫リスク統括部、一般社団法人静岡県信用金庫協会を通じて、静岡県
弁護士会あっせん・仲裁センターを利用することができます。お客様から各弁護士
会に直接お申し出いただくことも可能です。

▲
紛争解決措置

● 全国しんきん相談所

● 東京弁護士会
● 第一東京弁護士会
● 第二東京弁護士会
● 静岡県信用金庫協会
● 静岡県弁護士会（静岡支部）
● 静岡県弁護士会（浜松支部）
● 静岡県弁護士会（沼津支部）

03-3517-5825
（受付時間9時～17時）

03-3581-0031

03-3595-8588

03-3581-2249

054-255-5530

054-252-0008

053-455-3009

055-931-1848

連絡先

● 島田掛川信用金庫リスク統括部　
0120-773-229

連絡先

　当金庫は、お客様の資産、情報その他の利益を保護するために、「顧客説明管理」、「顧客サポート等管理」、「顧客情報管理」、「外部
委託管理」、「利益相反管理」等に関する管理規程を制定し、理事会で決議した「顧客保護等管理方針」に基づき各管理態勢を整備す
ると共に、役職員一丸となってお客様の利益保護及び利便性の向上に努めております。

顧客保護等管理態勢への取組み
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リスク管理態勢

　金融の自由化、国際化の進展や金融技術の革新に伴い金融
機関の業務はますます多様化・複雑化し、ビジネスチャンスが拡
大する一方で、コントロールしなければならないリスクは一段と
広がり、高度化しております。このような環境において安定的な
収益の確保と健全な経営の維持に向けて、各種のリスクを把握
しコントロールすることが重要となっております。
　当金庫では、統合的リスク管理方針に基づき、リスク管理を
経営の重要課題と位置付け、直面するリスクに関して、自己資
本比率の算定に含まれないリスク（信用集中リスク、銀行勘定の

金利リスク等）も含めて、それぞれのカテゴリー毎（信用リスク、市
場リスク、流動性リスク、オぺレーショナル・リスク〈事務リスク、シ
ステムリスク、その他のオペレーショナル・リスク〉等）に評価して
おります。
　これらのリスクを統合的に捉え、当金庫の経営体力（自己資
本）と比較・対照することによる自己管理型のリスク管理（統合的
リスク管理）を行い、経営の健全性の確保と収益性の向上を図
るなど、リスク管理態勢の強化に努めております。

■リスク管理態勢

　信用リスクとは、信用供与先または投資先の財務内容の悪化等に
より、資産の価値が減少ないし消失して当金庫が損失を被るリスクを
いいます。
　当金庫では、信用リスク管理方針に基づき、信用リスク管理を軽視
することが場合によっては経営破綻に直結するおそれがあることを十
分に認識したうえで、与信部門ならびに余資運用部門の戦略目標を
策定し、金庫内に周知するなど管理態勢を構築しています。また、当該
リスクに関する評価・モニタリングを行い、リスクコントロール・削減
に関する情報を管理しています。
　信用リスク管理状況についてはリスク管理委員会、ＡＬＭ委員会で
協議検討を行うとともに、理事会、常務会といった経営陣への報告態
勢を整備しています。

　市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファク
ターの変動により、資産・負債の価値が変動し損失を被るリスク、資産・
負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスクをいいます。
　当金庫では、市場リスク管理方針に基づき、市場リスク管理を軽視
することが戦略目標の達成に重大な影響を与えることを認識し、当該
リスクを適正に把握したうえで、これを当金庫が取り得る許容範囲に
収めるとともに、リスクの管理と配分による適切な収益の確保に努め
ています。
　組織面では、市場リスク管理部門と市場部門ならびに事務管理部
門を厳格に分離し、相互に牽制する態勢を構築しています。

　流動性リスクとは、調達・運用の期間のミスマッチや予期せぬ資
金の流出により、必要な資金確保が困難になるリスク(資金繰りリ
スク）、あるいは市場の混乱等により市場において取引ができな
かったり、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされる
ことにより損失を被るリスク(市場流動性リスク）をいいます。

　当金庫では、流動性リスク管理方針に基づき、流動性リスク管理を
軽視することが、場合によっては経営破綻に直結するおそれがあるこ
とを認識し、当該リスク管理の重要性を十分理解したうえで、管理態
勢の整備・確立のため具体的な方策を検討し、金庫内に周知させて
います。
　資金繰りについては、資金繰り状況の逼迫度に応じて平常時、懸念
時及び危機時に区分し、それぞれに対応した資金繰りの体制を構築
しています。また、緊急時に備えた態勢の訓練を定期的に実施してい
ます。

　オペレーショナル・リスクとは、金庫の業務の過程、役職員の活動も
しくはシステムが不適切であること、または外生的な事象により損失
を被るリスクをいいます。当金庫では、オペレーショナル・リスク管理
方針に基づき、オペレーショナル・リスクの総合的な管理を軽視する
ことが金庫の戦略目標の達成に重大な影響を与えることを認識し、管
理態勢の整備・確立の方策を検討するなど態勢の構築をしています。
　当該リスクについては、総合的な管理部門を設置するとともに、オ
ペレーショナル・リスクを事務リスク、システムリスク、その他のオペ
レーショナル・リスクに分類し、各リスクの担当部署がリスク管理をし
ています。

　事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは、事故・不正
を起こすことにより当金庫が損失を被るリスクをいいます。
　当金庫では、事務リスク管理方針に基づき、リスク管理態勢の整備・
確立等その構築を図っており、事務リスクの評価・モニタリングを行う
などその把握に努め、規程・要領等の整備指導を図るとともに厳正な
事務管理に努めています。また、本部監査部門が定期的に本部・営業
店に対して内部監査を実施し、規程・要領の遵守状況をチェックすると
ともに、事故を未然に防止するための管理体制が確実に機能している
かを厳正に監査し、事務の正確性維持及び事故防止に努めています。
さらに、監査を補完するものとして、営業店における自主検査を義務
付け、実施しています。

信用リスク管理

市場リスク管理

オペレーショナル・リスク管理

事務リスク管理

流動性リスク管理
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監 査 部

本 部 各 部・営 業 店・関 連 会 社

与信取引に
係る

信用リスク

余資運用に
係る

信用リスク
市場リスク 流動性リスク オペレーショナル・

リスク資産査定管理

リ ス ク 統 括 部

リス ク 管 理 委 員 会

A L M 委 員 会

経 営 会 議

常 務 会

理 事 会

総 代 会

監 事 会

コンプライアンス委員会

内部監査
担当

業務担当

統括部署

最終意思
決定機関

　システムリスクとは、コンピュータシステムのダウンまたは誤作動、
システムの不備等に伴い金庫が損失を被るリスク、さらにコンピュータ
が不正に使用されることにより金庫が損失を被るリスクをいいます。
　当金庫では、システムリスク管理方針に基づき、リスク管理態勢の
整備・構築を図っており、当該リスクに関する評価・モニタリングを行
うなどその把握に努め、セキュリティー管理体制、システム企画・開発
体制、システム運用体制、データ管理体制、ネットワーク管理体制、端
末管理体制等を充実させ、システムの安全性・信頼性を維持し、情報
資産の保護に努めています。

　事務リスク及びシステムリスクを除いた、その他のオペレーショナル・
リスクをいい、法務リスク（顧客に対する過失による義務違反及び不
適切なビジネス・マーケット慣行から生じる損失・損害を被るリスク）、
人的リスク（人事運営上の不公平・不公正及び差別的行為から生じる
損失・損害を被るリスク）、有形資産リスク（災害等の事象から生ずる
有形資産の毀損・損害を被るリスク）、風評リスク（当金庫が評判の悪
化や風説の流布等により、信用が低下することから生じる損失・損害
を被るリスク）をいいます。
　当該リスクにつきましては、各管理部署がその他のオペレーショ
ナル・リスク管理規程に基づきリスク管理を行い、統括部署が総合的
管理を行っています。

システムリスク管理 その他のオペレーショナル・リスク管理

リスク管理体系図

経 営 企 画 部
融 資 管 理 部
融 資 部
資 金 証 券 部
リスク統括部

融 資 管 理 部
融 資 部

資 金 証 券 部

経 営 企 画 部
融 資 管 理 部
融 資 部
資 金 証 券 部
リスク統括部

資 金 証 券 部
リスク統括部
経 営 企 画 部
融 資 部

リスク統括部
資 金 証 券 部
事 務 部

事 務 部
総 務 部
経 営 企 画 部
資 金 証 券 部
融 資 部
融 資 管 理 部
営 業 統 括 部
地域サポート部
人 事 部
リスク統括部
地 方 創 生 室

担当部署

自己資本管理
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利益相反管理方針・個人情報保護

利益相反管理方針

　当金庫は、お客様からの信頼を第一と考え、お客様の個人情
報および個人番号（以下「個人情報等」といいます。）の適切な保
護と利用を図るために、個人情報の保護に関する法律（平成15
年5月30日法律第57号）、行政手続における特定の個人を識別
するための番号の利用等に関する法律（平成25年5月31日法律
第27号）および金融分野における個人情報保護に関するガイド

ライン、その他個人情報等保護に関する関係諸法令等を遵守す
るとともに、その継続的な改善に努めます。また、個人情報等の
機密性・正確性の確保に努めます。

2019年6月24日
島田掛川信用金庫

　当金庫は金融商品の販売等に関する法律に基づき、金融商品の販売等に際しては、次の事項を遵守し、勧誘の適正の確保を図って
おります。

1．当金庫は、お客様の知識、経験、財産の状況及び当該金融商品
の販売に係る契約を締結する目的に照らして、適正な情報の
提供と商品説明をいたします。

2．金融商品の選択・購入は、お客様ご自身の判断によってお決め
いただきます。その際、当金庫は、お客様に適正な判断をしてい
ただくために、当該金融商品の重要事項について説明をいた
します。　

3．当金庫は、誠実・公正な勧誘を心掛け、お客様に対して事実と

異なる説明をしたり、誤解を招くことのないよう、研修等を通
じて役職員の知識の向上に努めます。

4．当金庫は、お客様にとって不都合な時間帯や迷惑な場所での
勧誘は行いません。

5．金融商品の販売等に係る勧誘について、ご意見やお気づきの点
等がございましたら、お近くの窓口までお問い合わせください。

　当金庫は、信用金庫法及び金融商品取引法等を踏まえ、お客様との取引にあたり、本方針及び当金庫が定める庫内規程等に基づき、
お客様の利益が不当に害されるおそれのある取引を適切に管理（以下「利益相反管理」といいます。）し、以ってお客様の利益を保護す
るとともに、お客様からの信頼を向上させるため、次の事項を遵守しております。

1．当金庫は、当金庫がお客様と行う取引を対象として利益相反
管理を行います。

2．当金庫は、以下に定める取引を利益相反管理の対象とします。
（1）次に掲げる取引の内、お客様の利益が不当に害されるおそ

れのある取引
①当金庫が契約等に基づく関係を有するお客様と行う取引
②当金庫が契約等に基づく関係を有するお客様と対立又
は競合する相手と行う取引
③当金庫が契約等に基づく関係を有するお客様から得た
情報を不当に利用して行う取引

（2）①から③の他、お客様の利益が不当に害されるおそれのあ
る取引

3．当金庫は、利益相反管理の対象となる取引について、次に掲げ
る方法その他の方法を選択し、又これらを組み合わせることに
より管理します。

①対象取引を行う部門とお客様との取引を行う部門を分離す
る方法

②対象取引又はお客様との取引の条件又は方法を変更する
方法

③対象取引又はお客様との取引を中止する方法
④対象取引に伴い、お客様の利益が不当に害されるおそれが
あることについて、お客様に適切に開示する方法

4．当金庫は、営業部門から独立した管理部署の設置及び責任者
の設置を行い、利益相反のおそれのある取引の特定及び利益
相反管理を一元的に行います。
また、当金庫は利益相反管理について定められた法令及び

庫内規程等を遵守するため、役職員等を対象に教育・研修等を
行います。

5．当金庫は、利益相反管理態勢の適切性及び有効性について定
期的に検証します。

金融商品に係る勧誘方針

個人情報保護宣言（プライバシーポリシー）
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（１）個人情報等の取得
・当金庫は、あらかじめ利用の目的を明確にして個人
情報等の取得をします。また、金庫業務の適切な業
務運営の必要から、お客様の住所・氏名・電話番号、
性別、生年月日などの個人情報の取得に加えて、融
資のお申込みの際には、資産、年収、勤務先、勤続
年数、ご家族情報、金融機関でのお借入れ状況など、
金融商品をお勧めする際には、投資に関する知識・
ご経験、資産状況、年収などを確認させていただく
ことがあります。
・お客様の個人情報は、
①預金口座のご新規申込書等、お客様にご記入･ご
提出いただく書類等に記載されている事項

②営業店窓口係や得意先係等が口頭でお客様から
取得した事項

③当金庫ホームページ等の「お問い合わせ」等の入
力事項

④各地手形交換所等の共同利用者や個人信用情
報機関等の第三者から提供される事項

⑤その他一般に公開されている情報
等から取得しています。

（２）個人情報等の利用目的
・当金庫は、次の利用目的のために個人情報等を利
用し、それ以外の目的には利用しません。個人番号
については、法令等で定められた範囲内でのみ利用
します。また、お客様にとって利用目的が明確になる
よう具体的に定めるとともに、取得の場面に応じ、
利用目的を限定するよう努めます。
・お客様本人の同意がある場合、もしくは法令等に
より開示が求められた場合等を除いて、個人情報
を第三者に開示することはございません。
Ａ．個人情報（個人番号を含む場合を除きます）の利
用目的

（利用目的）
①各種金融商品の口座開設等、金融商品やサービ
スの申込みの受付のため

②法令等に基づくご本人様の確認等や、金融商品
やサービスをご利用いただく資格等の確認の
ため

③預金取引や融資取引等における期日管理等、継
続的なお取引における管理のため

④融資のお申込みや継続的なご利用等に際しての
判断のため

⑤適合性の原則等に照らした判断等、金融商品や
サービスの提供にかかる妥当性の判断のため

⑥与信事業に際して当金庫が加盟する個人信用情
報機関に個人情報を提供する場合等、適切な業
務の遂行に必要な範囲で第三者に提供するため

　本プライバシーポリシーにおける「個人情報」とは、
「住所・氏名・電話番号・生年月日」等、特定の個人を
識別することができる情報をいいます。

⑦他の事業者等から個人情報の処理の全部または
一部について委託された場合等において、委託
された当該業務を適切に遂行するため

⑧お客様との契約や法律等に基づく権利の行使や
義務の履行のため

⑨市場調査、ならびにデータ分析やアンケートの実
施等による金融商品やサービスの研究や開発の
ため

⑩ダイレクトメールの発送等、金融商品やサービス
に関する各種ご提案のため

⑪提携会社等の商品やサービスの各種ご提案の
ため

⑫各種お取引の解約やお取引解約後の事後管理の
ため

⑬その他、お客様とのお取引を適切かつ円滑に履
行するため

（法令等による利用目的の限定）
①信用金庫法施行規則第110条等により、個人信
用情報機関から提供を受けた資金需要者の借入
金返済能力に関する情報は、資金需要者の返済
能力の調査以外の目的に利用・第三者提供いた
しません。
②信用金庫法施行規則第111条等により、人種、信
条、門地、本籍地、保健医療または犯罪経歴につ
いての情報等の特別の非公開情報は、適切な業
務運営その他の必要と認められる目的以外の目
的に利用・第三者提供いたしません。

Ｂ．個人番号の利用目的
①出資配当金の支払いに関する法定書類作成・提
供事務のため

②金融商品取引に関する口座開設の申請・届出事
務のため

③金融商品取引に関する法定書類作成・提供事務
のため

④金地金取引に関する法定書類作成・提供事務の
ため

⑤国外送金等取引に関する法定書類作成・提供事
務のため

⑥非課税貯蓄制度等の適用に関する事務のため
⑦預金口座付番に関する事務のため
　上記の利用目的につきましては、当金庫のホーム
ページのほか、店頭掲示のポスター等でもご覧いた
だけます。
（３）ダイレクト・マーケティングの中止
　当金庫は、ダイレクトメールの送付や電話等での
勧誘等のダイレクト･マーケティングで個人情報を
利用することについて、お客様から中止のお申出が
あった場合は、当該目的での個人情報の利用を中止
いたします。中止を希望されるお客様は、下記のお問
合せ先までお申し出ください。

1．個人情報とは

2．個人情報等の取得・利用について

　当金庫は、お客様の個人情報等について、利用目
的の達成のために個人データを正確かつ最新の内
容に保つように努めます。

3．個人情報等の正確性の確保について

・お客様本人から、当金庫が保有している情報につい
て開示等のご請求があった場合には、請求者がご
本人であること等を確認させていただいたうえで、
遅滞なくお答えします。
・お客様本人から、当金庫が保有する個人情報等の
内容が事実でないという理由によって当該個人情
報等の訂正、追加、削除または利用停止、消去のご
要望があった場合には、遅滞なく必要な調査を行っ
たうえで個人情報等の訂正等または利用停止等を
行います。なお、調査の結果、訂正等を行わない場
合には、その根拠をご説明させていただきます。
・お客様からの個人情報等の開示等のご請求につい
ては、所定の手数料をお支払いいただきます。
・以上のとおり、お客様に関する情報の開示・訂正等、
利用停止等が必要な場合は、お取引店または下記
のお問合せ先までお申し出ください。必要な手続に
ついてご案内させていただきます。

4．個人情報等の開示・訂正等、
利用停止等について

　当金庫は、個人情報等の取扱いに係るお客様から
の苦情処理に適切に取り組みます。なお、当金庫の
個人情報等の取扱いに関するご質問・苦情の申立て
につきましては、お取引店または下記までご連絡く
ださい。

　以上

　当金庫は、例えば、次のような場合に、個人データ
の取扱いの委託を行っています。また、委託に際しま
しては、お客様の個人情報等の安全管理が図られる
よう委託先を適切に監督いたします。
・キャッシュカード発行・発送に関わる事務
・定期預金の期日案内等の作成･発送に関わる事務
・ダイレクトメールの発送に関わる事務
・情報システムの運用・保守に関わる業務

【個人情報等に関する相談窓口】

● 島田掛川信用金庫 リスク統括部　

　　　　　　： 〒436-8651

　　　　　　　掛川市亀の甲二丁目203番地

　　　　　　： 0120-773-229

住　　所

電話番号

6．委託について

　当金庫は、お客様の個人情報等の漏えい、滅失、ま
たは毀損の防止その他の個人情報等の安全管理の
ため、個人データの安全管理措置を講じます。

5．個人情報等の安全管理について

7．個人情報保護に関する
質問・苦情・異議の申立てについて
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人材育成

■人材育成（人財育成）の実現

必要な思考力・行動力・判断力

高度な金融知識
商品知識
正確な事務処理
豊富な情報
スピード感ある対応
分かりやすい説明

常にお客様の利益を考える
多様な視点を持っている
事情・心情を察した対応
気が利く
意図をくみ取ることができる
厳しいことでも進言できる
豊富な人生経験

明るく心地よい対応
誠実さ
コンプライアンス
安心感・信頼感
親身になる

自己啓発・研修・制度

【コンプライアンス研修】

【階層別研修】
・SKスクール
・WEB研修

【ライフイベント研修】
地域行事への参加
ボランティアへの参加

【職能別研修】
営業・融資・窓口・事務

【資格取得の奨励】

課題解決スキル１

お客様に真 に
向き合う取組姿勢3

多くの人に共感できる

豊かな経験

洗練された

コミュニケーションスキル

お役に立ちたいという

信念

必要なスキル

お
客
様
に
な
り
き
る
力

2

　地域社会の一員として、絆を深め、地域を愛し、地域の活性化に情熱を持ち、自ら行動できる自律型人材の育成に取り組んでおります。

・地域から愛され、存在感を示せる人
・お客様の「良き相談者」としてプロ意識に徹した人
・多面的な視点で本質に気づき、判断できる人
・｢地域の繁栄」のために創造力（想像力）と行動力を持って取り組むことができる人
・「夢」を持ち、魅力ある人間力と個性を持った人

・「能力開発の実現」に向けた研修の実施
・「SKスクール（休暇日等を利用した自主参加型の講座）」の開催
・「外部機関主催の研修への派遣（静岡県信用金庫協会等）」の推進
・「OJT（現場での指導、教育）」の積極的な実施
・「通信教育講座」等、自己啓発の奨励と支援の実施
・「公的資格検定取得奨励」による教育支援の充実
・WEB研修、eラーニングの実施

新入職員研修

営業研修

テラーコンクール

島田地区若手交流会

島田掛川信用金庫 職員専用サイト

人 材 育 成 の 柱

庫
是
・
経
営
理
念
の
実
現
・
Ｃ
Ｓ
の
向
上

目指す人物像～活力（思考力・判断力・行動力）ある人材～1

人材育成への取組み2

働きやすい職場を目指して3

「主な取組み」
・仕事と育児・介護支援、子育て・介護しながらキャリアアップできる環境整備
（育児介護休暇および短期時間勤務制度の充実、連続休暇・夏季休暇の計画的取得推奨、
「ノー残業デー」などの職員一斉定時退庫運動の実施）

・女性職員のキャリア形成支援の強化
（一般職から総合職へのキャリアチェンジ実施）

・女性職員が活躍できる企業風土の構築
（ローテーションによる業務習得度の向上）

・嘱託職員・パート職員のキャリアアップ支援の拡大
（パート職員の嘱託職員への登用並びに嘱託職員の正規職員への登用制度の充実）

　当金庫が地域に貢献し、共に発展していくためには女性のより一層の活躍や、女性ならでは
の意見や考え方を様々な施策に反映させていくことが不可欠です。その取組みが評価され、当
庫は平成30年2月に掛川市より、子育てと仕事の両立環境整備に積極的に取り組む事業所と
して「子育てに優しい事業所」に認定されました。さらに女性活躍推進法の施行に伴い、管理職
（役席）に占める女性の割合が、13.7％（平成28年2月）から、20.2％（令和2年4月）へ向上しま
した。女性にとって働きやすく、能力をより発揮することができる企業風土を醸成する仕組みつ
くりに、今後も取り組んでいきます。　
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■金融仲介機能のベンチマーク
　中期経営計画で掲げる重点施策「Ⅰ地域活性化のための支援力・営業力の強化と経営基盤の拡充」「Ⅱ活力（思考力・判断力・行動力）ある人材
の育成と組織の活性化」「Ⅲ経営力・内部体制の強化」に取り組んでおります。
　当金庫として金融仲介機能のベンチマークを活用し、金融仲介機能の取組みをより深化させてまいります。

金融仲介機能のベンチマークとは
　平成28年9月、金融庁から、金融機関における金融仲介機能の発揮状況を客観的に評価できる多様な指標（「金融仲介機能のベンチマーク」）が
策定・公表されました。
　全ての金融機関が金融仲介の取組みの進捗状況や課題等を客観的に評価するために活用可能な「共通ベンチマーク」5項目と、各金融機関が
自身の事業戦略やビジネスモデル等を踏まえて選択できる「選択ベンチマーク」50項目から構成され、これらに加え、金融機関が金融仲介の取組
みを自己評価する上でより相応しい独自の指標がある場合には、「独自ベンチマーク」として設定することも可能となっております。

補助金等申請支援

国・県・市の中小企業向け補助金申請支援数

2019年度

「経営者のみなさまへ」を
活用した顧客ニーズ抽出数

2019年度

販路開拓支援

ビジネスマッチング面談紹介件数

2019年度

独自ベンチマーク

選択ベンチマーク

経営セミナー開催数・動員数

開催回数

動員数

2019年度

・経産産業省補助金セミナー
・企業BCP策定セミナー・合併記念ものづくり補助金セミナー

本業（企業価値の向上）支援・企業のライフステージに応じたソリューションの提供

本業（企業価値の向上）支援先数、及び、全取引先数に占める割合

全取引先数①

本業支援先数②

②／①

2019年度

創業支援先数（支援内容別）

創業期の取引先への融資

政府系金融機関・創業支援機関との協調

島田市産業支援センターとの連携

プロパー

信用保証付

2019年度

%

人材育成

取引先の本業支援に関連する研修等の実施数、研修等への参加者数、資格取得者数

研修実施回数

参加者数 

資格取得者数（累積）
中小企業診断士

事業性評価３級

2019年度

※「事業性評価3級」は銀行業務検定協会が2017年度にスタートした検定試験です。

　※「経営者のみなさまへ」とは、中小企業経営者の皆様が抱える経営上の課題や経営
相談事項をお聞きする際のツールとして、当金庫が独自に作成したシートです。
　相談事項項目には、「売上を
増やしたい」、「補助金を活用し
たい」等が設けられ、アンケート
方式で簡単にご記入いただける
書式となっています。

金融仲介機能のベンチマーク

外部専門家の活用

外部専門家を活用して本業支援を行った取引先数

2019年度

件
件
件
件

件

件

件

件

回
名
名
名

回
人

〈主な開催セミナー〉 
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総代会の概要

1．総代会制度

　信用金庫は、会員同士の「相互信頼」と「互恵」の精神を基本理念に、
会員一人ひとりの意見を最大の価値とする協同組織金融機関です。
従って、会員は出資口数に関係なく、一人一票の議決権を持ち、総会
を通じて当金庫の経営に参加することとなります。
　しかし、当金庫では会員数が大変多く、総会の開催は事実上不可能
です。そこで、当金庫では会員の総意を適正に反映し、充実した審議
を確保するため、総会に代えて総代会制度を採用しております。
　この総代会は、決算、取扱業務の決定、理事・監事の選任等の重要事
項を決議する最高意思決定機関です。従って、総代会は総会と同様に、
会員一人ひとりの意見が当金庫の経営に反映されるよう、総代構成の

バランス等に配慮し、選任区域ごとに総代候補者を選考する選考委
員会を設け、会員の中から適正な手続きにより選任された総代により
運営されます。
　さらに、当金庫では総代会に限定することなく、日常の事業活動を
通じて、総代や会員とのコミュニケーションを大切にし、様々な経営
改善に取り組んでおります。
　なお、総代会の運営に関するご意見やご要望につきましては、お近
くの当金庫営業店までお寄せください。（61、62ページ店舗一覧を参
照ください）

2．総代とその選任方法

●総代の任期は3年です。
●総代の定数は70人以上260人以下で、会員数に応じて各選任区域ごとに定められております。なお、2020年6月1日現在総代数は
224人、会員数は56,802人です。

（1） 総代の任期・定数

　総代は会員の代表として、会員の総意を当金庫の経営に反映する重要な
役割を担っております。そこで総代の選考は、総代候補者選考基準（注）に
基づき、次の3つの手続きを経て選任されます。

①総代会の決議により、会員の中から総代候補者選考委員を選任する。
②選考委員会を開催のうえ、総代候補者選考委員が総代候補者を選考する。
③上記②により選考された総代候補者を会員が信任する（異議があれば申
し立てる）。

（2） 総代の選任方法

（注）総代候補者選考基準

資格要件

適格要件

当金庫の会員であること

就任時原則75歳以下であること

新総代候補者は原則個人であること

人格、識見に秀で、当金庫に対して協力的であること

地域における信望が厚く、総代として相応しいこと

総代として相応しい見識を有していること

総 代 会

総　代
決算に関する事項、理事・監事の選任等重要事項の決定

会員の総意を適正に反映するための制度

会　員

総代会は、会員一人ひとりの意見を適正に反映するための開かれた制度です。

2 選考委員会を開催のうえ、
選考基準に基づき、選考委員が総代候補者を選考する。1 総代会の決議により、

会員の中から選考委員を選任する。

総代候補者氏名を店頭掲示し、
所定の手続きを経て、会員の代表として総代を委嘱3

総代候補者選考委員
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総代候補者の
選考

総代の選任

総代候補者
選考委員の選任

1

2

3

地区を６区の選任区域に分け、各選任区域ごとに総代の定数を定める。

総代会の決議により、選任区域ごとに会員のうちから選考委員を委嘱

選考委員の氏名を店頭に掲示

選考委員が総代候補者を選考

理事長に報告

総代候補者の氏名を、1週間以上店頭に掲示

異議申出期間（公告後2週間以内）

上記掲示について静岡新聞に公告

会員から異議がない場合、または選任区域の会員数の1/3
未満の会員から異議の申出があった総代候補者

選任区域の会員数の1/3以上の会員から異議の申出があった
総代候補者

当該総代候補者が選任区域の
総代定数の1/2以上

当該総代候補者が選任区域の
総代定数の1/2未満

他の候補者を選考

（上記  2  以下の手続き）

理事長は総代に委嘱

欠員（選考を行わない）

総代の氏名を店頭に1週間以上掲示

総代が選任されるまでの手続き
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赤堀辰郎

太田　稔

川島達也

小林康男

櫻井義長

鈴木公司

髙木正樹

戸塚　健

橋本　勲

福田昌之

増田基男

山下大介

1

1

1

3

8

3

1

1

5

1

5

1

渥美直哉

岡本景壽

楠ヶ谷喜好

三枝　清

芝田　修

鈴木純一郎

高田直由樹

戸塚成男

服部和伸

藤田哲男

松浦　明

山本雅一

4

1

3

2

1

1

1

12

1

1

2

5

内山　隆

兼井　勝

榑林眞悟

斎藤　仁

榛葉幸宏

鈴木俊光

髙塚　宏

中根福次

原田日出志

古田昌巳

松浦一治

渡邉芳夫

1

4

4

4

4

3

6

1

4

1

6

4

大石雅徳

神谷　隆

桒高七尾

齋藤松太郎

杉山喜代志

鈴木道賢

龍尾司郎

中村和人

兵藤敦志

堀内　尚

丸山勝久

1

3

2

1

1

4

6

4

1

1

1

太田三郎

川合利弘

桑原雄一

相良貴史

鈴木淺男

染葉広美

土井弥市

二村正美

平野康見

堀内知久

森　昭次

5

1

1

1

4

3

1

4

4

1

4

秋田隆弘

市川哲男

太田芳伸

川﨑康司

菊池松巳

酒井昌浩

鈴木成彦

成岡浩志

蓑川和道

横山和由

3

3

4

1

4

5

5

8

10

10

朝倉純夫

井上吉勝

大塚　聰

川﨑洋助

北川隆夫

櫻井敬久

鈴木正隆

濱田行二

三宅　馨

渡邉正昭

3

3

8

1

2

2

9

2

6

4

朝比奈明夫

岩倉正雄

大畑修司

川端祥治郎

北川正澄

杉本芳彦

髙森　功

原田宗一郎

森田　茂

8

2

2

7

4

4

9

1

4

池田雅彦

大石　賢

岡本廣一

川村右介

栗原裕之

杉山與一

田中哲夫

飛野久美子

柳川洋一郎

6

7

5

3

1

1

4

3

5

池田　豊

大河原高広

尾坂　昇

菊田吉尚

小林とよ子

鈴木金苗

寺田　均

町　達郎

山本利彦

3

3

7

2

3

2

3

9

4

井指百城

太田みや子

片山裕司

櫻井敏明

柴田光八

塚本博己

藤原浩彰

増田有美

八木克典

渡辺　修

1

1

4

3

1

1

1

1

1

4

石原茂雄

岡村　誠

川﨑一弘

佐々木余志彦

髙野太作

永田さなえ

牧野通也

松永辰雄

藪田宏行

2

1

1

1

3

1

1

1

10

伊藤　進

岡村保生

川島　一

佐藤龍一郎

髙栁敬将

西島正浩

増田和巳

水野明良

山下　武

4

5

5

1

1

1

3

1

1

岩瀬　護

落合益尚

後藤　譲

澤入　進

立松浩之

濱﨑興基

増田清人

三谷末光

山本省吾

1

1

1

2

1

1

1

5

3

大澤孝久

小原光司

坂部幸夫

澤入宏之

田村正博

早馬義光

増田慎一郎

宮城昭憲

芳野高典

1

3

1

12

5

1

1

1

1

荒畑　榮

笠原恒彦

佐藤克美

髙橋敏八

増田義明

宮村国行

4

9

2

1

5

1

大石好一

加藤　隆

四ノ宮　均

知久正博

増田悦弘

八木克由

8

8

3

5

5

2

大石真也

川村太巳夫

杉浦章布

中村秀雄

松浦令和

柳原一清

1

10

4

5

1

2

大石秀樹

河村剛志

鈴木淳一

畑　義治

松本憲治

山本坂衛

7

3

3

3

5

6

小野里隆二

小山靖広

髙橋世音

藤浦國夫

水野克郎

2

1

4

7

5

石田佳四郎

川村憲久

下田　隆

鈴木雅雄

夏目英明

松林　崇

山本正信

6

5

2

5

7

1

10

石間時男

倉嶋正敏

杉浦　聡

土屋富久夫

野原千枝

村松保伸

渡邉靖之

2

2

4

6

2

5

5

大石正史

小林正明

杉本悟基

長瀬　隆

一言藤夫

森　雅弘

7

2

2

1

5

5

大川鉄男

櫻田昌也

鈴木茂吉

仲田修二

町塚正博

八木晋介

5

5

6

2

7

2

尾高猛敏

澤入秀美

鈴木宏美

仲山寛治

松永勝裕

山崎照昌

2

3

2

5

6

4

石川　修

榛葉和吉

松井憲次

1

1

1

大石重樹

鈴木雅徳

山下天平

1

2

1

大石二郎

鈴木雪春

8

11

坂口　博

塚本法樹

5

1

匂坂政勝

西田教幸

4

1

※氏名右の数字は総代就任回数2020年6月1日現在

第1区〈58名〉
掛川市

第2区〈47名〉
島田市
川根本町

選任区域 氏名等

第3区〈46名〉
菊川市
御前崎市

第4区〈29名〉
吉田町
牧之原市

第5区〈32名〉
藤枝市
焼津市
静岡市

（旧庵原郡蒲原町を除く）

第6区〈12名〉
袋井市、磐田市、浜松市（天竜区を除く）、周智郡

3．総代の氏名等（224名、敬称略、五十音順）
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※法人役員と個人事業主を分類しています。
30代
0.5％

50代
22.3％60代

33.9％

その他
7.9％

製造業
48.4％

建設業
18.6％

サービス業
8.8％

80代
1.3％

小売業
16.3％

個人
4.0％

個人事業主
4.9％

法人役員
91.1％

70代
34.4％

総代の属性別構成比

　2020年6月17日開催の第119期通常総代会において、次の事項が付議され、それぞれ原案のとおり承認
されました。

　第119期（2019年4月1日から2020年3月31日まで）業務報告、貸借対照表及び損益計算書の内容報告の件

第１号議案

第２号議案

第３号議案

第４号議案

剰余金処分案承認の件

定款一部変更の件

会員除名の件

総代候補者選考委員選任の件

第119期通常総代会

（1）報告事項

（2）決議事項

40代
7.6％

4．第119期通常総代会の決議事項等

法人役員

個人事業主

個人

204

11

9

1. 職業別

30代
40代
50代
60代
70代
80代

1
17
50
76
77
3

3. 年代別

製造業

建設業

小売業

サービス業

その他

104

40

35

19

17

2. 業種別
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業務組織・役員

■業務組織図（2019年6月24日）

経
営
会
議

監
査
担
当

資
金
運
用
担
当

証
券
国
際
担
当

総
務
担
当

管
財
担
当

主
計
担
当

企
画
担
当

人
材
開
発
担
当

人
事
担
当

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
担
当

リ
ス
ク
統
括
担
当

経
営
支
援
担
当

債
権
管
理
担
当

資
産
査
定
担
当

審
査
Ⅰ
担
当

審
査
Ⅱ
担
当

シ
ス
テ
ム
担
当

事
務
集
中
担
当

事
務
管
理
担
当

地
域
応
援
担
当

営
業
店
サ
ポ
ー
ト
担
当

企
業
支
援
担
当

営
業
企
画
担
当

営
業
店
統
括
担
当

営
業
統
括
部

融
資
部

融
資
管
理
部

人
事
部

リ
ス
ク
統
括
部

経
営
企
画
部

総
務
部

資
金
証
券
部

監
査
部

事
務
部

常勤理事

理事会

常務理事

専務理事

理事長

会長 常
務
会

監事会

地
域
サ
ポ
ー
ト
部

地
方
創
生
室

本店営業部・島田本店営業部 支  店

賞罰委員会

経営管理本部（掛川） 営業統括本部（島田） 事務管理本部（島田）

常勤監事

総代会

その他委員会

コンプライアンス委員会

ALM委員会

リスク管理委員会
常
設
委
員
会

融
資
事
務
担
当

融
資
担
当

法
人
営
業
担
当

個
人
営
業
担
当

テ
ラ
ー
担
当

内
務
担
当

融
資
事
務
担
当

融
資
担
当

法
人
営
業
担
当

個
人
営
業
担
当

テ
ラ
ー
担
当

内
務
担
当

■理事・監事の氏名及び役職名（2020年6月17日現在）

市 川 　 公

伊 藤 勝 英

松 山 昭 博

飯 塚 誉 之

千 葉 靖 史

佐 藤 基 幸

中 村 英 之

井 野 　 守

落 合 隆 夫

佐 藤 哲 哉

三 浦 忠 司

天 野 佳 弘

松 浦 　 功

林 　 伸 哉

小 澤 　 浩

大 石 久 志

常勤

常勤

常勤

常勤

常勤

常勤

常勤

常勤

常勤

常勤

常勤

常勤

常勤

常勤

常勤

常勤

会長（代表理事）

理事長（代表理事）

常務理事

常務理事

常務理事

常務理事

常務理事

常務理事

理事　新設ビル建設準備担当

理事　資金証券部長

理事　地方創生室長

理事　人事部長

理事　総務部長

理事　融資管理部長

理事　リスク統括部長

理事　地域サポート部長

岩 原 茂 雄

大 久 保 節 夫

野 中 　 勝

岩 堀 昭 義

鶴 木 文 司

松 井 孝 司

内 海 佑 治

石 割 　 誠

野 中 辰 美

堀 川 直 子

非常勤

非常勤

非常勤

非常勤

常勤

常勤

非常勤

非常勤

非常勤

非常勤

理事　相談役

理事

理事

理事

監事

監事

監事

監事

監事

監事

※1 理事 大久保節夫、野中 勝、岩堀昭義は、信用金庫業界の「総代会の機能向上策
      等に関する業界申し合わせ」に基づく職員外理事です。
※2 監事 内海佑治、石割 誠、堀川直子は、信用金庫法第32条第5項に定める員外 
      監事です。

常・非常勤 役職名 氏名 常・非常勤 役職名 氏名

※1

※1

※1

※2

※2

※2
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歩み

■沿革

■歩み

　二宮尊徳の弟子の岡田良一郎が地域振興を目的として1879年（明治12年）に設立した勧業資金積立組合が、現在の島田掛川
信用金庫の前身です。

　当金庫は2019年（令和元年）11月24日に創立140周年を迎えました。今後も堅実経営の伝統を継承しつつ、新しい時代の変化に
対応し、地域の皆様のお役に立てるよう努めてまいります。

　岡田良一郎は佐野郡倉真村（現在の掛川市倉真）の惣庄屋を務める岡田佐平治と貞の長男として1839年（天保10年）に生まれました。佐平治
は乙星耕地報徳社（現在の倉真報徳社）を立ち上げ、安居院義道庄七の仲介で二宮尊徳と会い、報徳思想を学びました。尊徳から直接伝授された
報徳仕法「農村復興・財政立て直し」のやり方を基に、遠州地方に報徳運動を推し進めました。尊徳と報徳思想に深い感銘を受けた佐平治は、尊徳
に許可をもらい、良一郎（当時16歳）を栃木県日光にあった二宮塾に入門させました。良一郎は尊徳から「遠州の小僧」と可愛がられ、直接に教え
を受け、実践を通じての報徳思想・報徳仕法を身につけて掛川に帰郷しました。そして父佐平治とともに、遠江（現在の静岡県西部）の報徳運動の
指導にあたりました。このため倉真地区は報徳社活動の一大拠点となりました。
　良一郎は報徳社を大いに発展させる一方、1874年（明治7年）事業育成や農業、工業などの産業奨励のために、半官半民の「資産金貸附所」を
創設し、岡田家家訓「雲仍遺範（うんじょういはん）」による岡田家推譲（すいじょう）の報徳金やほかの推譲金を資産金にして貸付を始めました。
1879年（明治12年）佐野城東郡（現在の掛川市と菊川市の南部）の郡長に命じられたのを機に、産業発展を推進するため、資産金貸附所の実力を
倍加することを目的として、別に勧業資金積立の組合を作って事業を始めました。これが旧掛川信用金庫の創始です。
　一方、旧島田信用金庫は1929年（昭和4年）6月に「有限責任島田町信用組合」として歩みを始めました。
　迎えた2019年（令和元年）6月に旧掛川信用金庫と旧島田信用金庫は合併し、「島田掛川信用金庫」として歩みを始めました。

　※雲仍遺範・・・雲仍とは子孫のこと。遺範は子孫に残す家訓。
　※推譲・・・分度のある生活をして、余財を蓄え、家族・子孫・社会に譲る。

勧業資金積立組合「資産金貸附所」を設立

「掛川信用組合」に改組

産業組合法による「有限責任掛川信用組合」に改組

「保証責任掛川信用組合」に改組

中小企業等協同組合法施行に伴い「掛川信用協同組合」に改組

信用金庫法施行に伴い「島田信用金庫」に改組

信用金庫法施行に伴い「掛川信用金庫」に改組

掛川信用金庫と島田信用金庫が合併し「島田掛川信用金庫」となる

1879年（明治12年）

1892年（明治25年）

1901年（明治34年）

1936年（昭和11年）

1950年（昭和25年）

1951年（昭和26年）

1952年（昭和27年）

2019年（令和元年）

11月24日

7月  8日

6月24日

4月27日

3月  1日

10月20日

2月21日

6月24日

小澤　浩

鶴木文司 中村英之 千葉靖史 松山昭博 市川　公 飯塚誉之伊藤勝英 佐藤基幸 井野　守 松井孝司

松浦　功 三浦忠司 落合隆夫 佐藤哲哉 天野佳弘 林　伸哉 大石久志

岡田良一郎之像（本店）
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主要な事業の内容 

1.預金業務

CONTENTS

財務諸表

経営指標

預金業務

貸出業務

証券業務他

単体自己資本充実の状況

連結情報

連結財務諸表

連結自己資本充実の状況

報酬体系について

30

35

37

38

39

41

48

49

53

59

資料編
当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期積金、別段預金、納税
準備預金、非居住者円預金、外貨預金等

2.貸出業務

（1）貸付
手形貸付、証書貸付及び当座貸越

（2）手形の割引
銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形等の割引

3.商品有価証券売買業務

国債等公共債の売買業務

4.有価証券投資業務

預金の支払準備及び資金運用のため、国債、地方債、社債、株式、その他の証券へ
の投資

5.内国為替業務

送金為替、当座振込及び代金取立等

6.外国為替業務

輸出、輸入及び外国送金その他外国為替に関する各種業務

7.附帯業務

（1）代理業務
① 日本銀行歳入代理店及び国債代理店業務
② 地方公共団体の公金取扱業務
③ 株式払込金の受入代理業務及び株式配当金、公社債元利金の支払代理業務
④ 信金中央金庫等の代理貸付業務

（2）貸金庫業務
（3）有価証券の貸付
（4）債務の保証
（5）国債等公共債の窓口販売
（6）保険商品の窓口販売（保険業法第275条第1項により行う保険募集）
（7）電子債権記録業に係る業務
（8）確定拠出年金受付業務

※資料編掲載の2018年度欄は旧掛川信用金庫の数値です。
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2019年度2019年度 2018年度2018年度

財務諸表

貸借対照表

科　目
2020年3月31日

（ 資産の部 ）
現金 
預け金 
コールローン 
買入金銭債権 
有価証券 
　国債
　地方債
　社債
　株式
　その他の証券
貸出金 
　割引手形
　手形貸付
　証書貸付
　当座貸越
外国為替 
　外国他店預け
その他資産 
　未決済為替貸
　信金中金出資金
　前払費用
　未収収益
　金融派生商品
　その他の資産
有形固定資産 
　建物
　土地
　リース資産
　建設仮勘定
　その他の有形固定資産
無形固定資産 
　ソフトウェア
　リース資産
　その他の無形固定資産
繰延税金資産 
債務保証見返 
貸倒引当金 
　（うち個別貸倒引当金）

資産の部合計

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

△

（△ ）
△

（△ ）

科　目
2020年3月31日

（ 負債の部 ）
預金積金
　当座預金
　普通預金
　貯蓄預金
　通知預金
　定期預金
　定期積金
　その他の預金
借用金
　借入金
その他負債
　未決済為替借
　未払費用
　給付補塡備金
　未払法人税等
　前受収益
　払戻未済金
　払戻未済持分
　職員預り金
　リース債務
　資産除去債務
　その他の負債
賞与引当金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
偶発損失引当金
睡眠預金払戻損失引当金 
繰延税金負債
債務保証
負債の部合計
（ 純資産の部 ）
出資金
　普通出資金
利益剰余金  
　利益準備金 
　その他利益剰余金 
　　特別積立金
　　（経営安定強化積立金）
　　当期未処分剰余金
会員勘定合計
その他有価証券評価差額金
評価・換算差額等合計
純資産の部合計
負債及び純資産の部合計 

（単位：百万円）

ー

（ ）

ー

ー

ー

ー

ー

（ ）

2019年3月31日2019年3月31日

預 け 金

外 国 他 店 預け

未 決 済 為 替 貸

繰 延 税 金 資 産

債 務 保 証 見 返

貸 倒 引 当 金

▲
▲

▲
▲

▲
▲

当金庫が他の金融機関に預けている預金のことで、
信金中央金庫の定期預金が主なものです。
外貨による為替決済のために当金庫が外国為替取扱
金融機関に預けている外貨の預け金です。
他の金融機関からお客様に振込みがあった場合の立
て替え払いを表したものです。
税効果会計の適用により、将来回収が見込まれる税
金の額を表したものです。
取引先の債務を保証した場合その取引先に対する求
償権等を表したものです。
貸出金などに対して将来の貸倒損失を見込みあらか
じめ積み立てたものです。

お客様から振込依頼を受けたとき相手金融機関に支払うまでの間、為替資金を一時
的に預かっているものです。
定期積金の掛け込み状況に基づき、初回掛け込みから期末までに発生した給付補て
ん金（未払利息相当額）を留保しているものです。
当金庫の職員からの預かり金です。
信用保証協会の責任共有制度により､将来の負担金支払いを見込んであらかじめ積
み立てたものです｡
利益計上した睡眠預金について、お客様からの払戻請求に備えて、将来の払戻見込額
をあらかじめ積み立てたものです。
代理貸付等に伴ってお客様の債務を当金庫が委託機関等に対して負っている保証債
務です。主なものに信金中央金庫、株式会社商工組合中央金庫等の代理貸付に伴って
行われる保証などがあります。
毎事業年度の剰余金（当期純利益）のうちから法律で積み立てが義務づけられている
積立金です。　

未 決 済 為 替 借

給 付 補 塡 備 金

職 員 預 り 金
偶発損失引当金

睡眠預金払戻損失引当金

債 務 保 証

利 益 準 備 金

▲
▲

▲
▲

▲
▲

▲

用語解説

※2018年度は旧掛川信用金庫の数値を掲載しております。
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2019年度2018年度 2019年度2018年度

財務諸表

　2018年度及び2019年度の貸借対照表、損益計算書及び
剰余金処分計算書は、信用金庫法第38条の2第3項の規定に
基づき、ときわ監査法人の監査を受けております。

　2019年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分
計算書（以下、「財務諸表」という。）並びに財務諸表作成に係る
内部監査等について適正性・有効性等を確認しております。

　
2020年6月18日　　　　　　　　
島田掛川信用金庫　　　　　　

 　理事長　　　　　　　

2019年4月  1日から
2020年3月31日まで

2018年4月  1日から
2019年3月31日まで

2019年度2018年度

科　目

（年 %）（年 %）

当期未処分剰余金
利益準備金限度超過取崩額 
合計 
これを次のとおり処分します。
　普通出資に対する配当金

　特別積立金
　計
繰越金（当期末残高）

（単位：千円）

剰余金処分計算書

（単位：千円）

損益計算書

経常収益
　資金運用収益
　　貸出金利息
　　預け金利息
　　コールローン利息
　　有価証券利息配当金
　　その他の受入利息
　役務取引等収益
　　受入為替手数料
　　その他の役務収益
　その他業務収益
　　外国為替売買益
　　国債等債券売却益
　　その他の業務収益
　その他経常収益
　　貸倒引当金戻入益
　　償却債権取立益
　　株式等売却益
　　その他の経常収益
経常費用
　資金調達費用
　　預金利息
　　給付補塡備金繰入額
　　借用金利息
　　その他の支払利息
　役務取引等費用
　　支払為替手数料
　　その他の役務費用
　その他業務費用
　　国債等債券売却損
　　国債等債券償還損
　　その他の業務費用
　経費
　　人件費
　　物件費
　　税金
　その他経常費用
　　貸倒引当金繰入額
　　貸出金償却
　　株式等売却損
　　株式等償却
　　その他資産償却
　　その他の経常費用

科　目 2019年4月  1日から
2020年3月31日まで

2018年4月  1日から
2019年3月31日まで

経常利益
特別利益
　固定資産処分益
　その他の特別利益
特別損失
　固定資産処分損
　減損損失
　その他の特別損失
税引前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
法人税等合計
当期純利益
繰越金（当期首残高）
当期未処分剰余金

科　目 2019年4月  1日から
2020年3月31日まで

2018年4月  1日から
2019年3月31日まで

－
－
－－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

※2018年度は旧掛川信用金庫の数値を掲載しております。
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貸借対照表の注記

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．有価証券の評価は、子会社・子法人等株式については移動平均法による原価法、そ
の他有価証券については原則として決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価
は主として移動平均法により算定)、ただし時価を把握することが極めて困難と認め
られるものについては移動平均法による原価法により行っております。なお、その他
有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
また、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第

２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決
算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込
む方法により行っております。

３．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１
日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに平成２８年４月１日以後に取
得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　　　　　　　　　　　７年～５０年
その他　　　　　　　　　　　２年～２０年

４．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しております。
なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能期間（５年）に
基づいて償却しております。

５．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」
中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却して
おります。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるもの
は当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

６．外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。
７．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に
関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行
等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実
務指針」（平成２４年７月４日））に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当す
る債権については、主として今後１年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想
損失額は、３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における
平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定してお
ります。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見
込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計
上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権
額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を
計上しております。
なお、破綻先に対する担保債権については、債権額から担保評価額による回収が
可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額
しており、その金額は３３９百万円であります。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署及び審査関連部署
が資産査定を実施し、当該部署から独立した監査部署が査定結果を監査しており、
その査定結果により上記の引当を行っております。

８．賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込
額のうち当事業年度に帰属する額を計上しております。

９．退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあ
たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については給付
算定基準によっております。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理
方法は次のとおりであります。
過去勤務費用　　：発生事業年度に損益処理
数理計算上の差異：発生事業年度に損益処理

（追加情報）
当金庫は、退職金制度の改正に伴い、令和１年６月２４日より退職一時金について、
一部を確定拠出企業年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計
処理」（企業会計基準適用指針第１号 平成２８年１２月１６日改正）及び「退職給付制
度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第２号 平成１９年
２月７日改正）を適用しております。
本移行に伴い、令和１年６月２４日において、退職給付債務が２８６百万円減少して

おります。また、確定拠出年金制度への資産移換額は３３０百万円であり、差額の４３百
万円をその他特別損失に計上しております。なお、資産移換額は、４年間で４回に分割し
て移管する予定で、未払金として２３５百万円を計上しております。

当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚
生年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算
することができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理し
ております。
なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当
金庫の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
① 制度全体の積立状況に関する事項（平成３１年３月３１日現在）

年金資産の額　　　　　　　　　　　１，６５０，６５０百万円
年金財政計算上の数理債務の額と
最低責任準備金の額との合計額　　　１，７８２，４５３百万円
差引額　　　　　　　　　　　　　　 △１３１，８０３百万円

② 制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（平成３１年３月分）
旧掛川信用金庫　０．３５２７％　　旧島田信用金庫　０．４４２４％

③ 補足説明
上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高１８０，７５２百

万円及び別途積立金４８，９４９百万円であります。本制度における過去勤務債務の償
却方法は期間１９年０ヵ月の元利均等定率償却であり、当金庫は、当事業年度の財務
諸表上、当該償却に充てられる厚生年金基金特別掛金１２１百万円を費用処理してお
ります。

なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じ
ることで算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担割合とは一致しません。
１０．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対す

る退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められ
る額を計上しております。

１１．偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担
金支払見込額を計上しております。

１２．睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について預金者からの払戻
請求による支払いに備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額
を計上しております。

１３．消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の会計処理は税抜方式によっ
ております。ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費
用に計上しております。

１４．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額 ３６百万円
１５. 理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務総額 ９百万円
１６．子会社等の株式の総額                                  １４百万円
１７．子会社等に対する金銭債権総額         　　９５７百万円
１８．子会社等に対する金銭債務総額                ３５９百万円
１９．有形固定資産の減価償却累計額          ９，９６９百万円
２０．貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務用機器等の一部については、所有権

移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
２１．貸出金のうち、破綻先債権額は６３０百万円、延滞債権額は２２，０２０百万円で

あります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続しているこ

とその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして
未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息
不計上貸出金」という。）のうち､法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６
条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生
じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者
の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外
の貸出金であります。

２２．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は３１百万円であります。
なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から

３ヵ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであ
ります。

２３．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は６７２百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的と

して、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に
有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債
権に該当しないものであります。

２４．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合
計額は２３，３５５百万円であります。
なお、２１から２４に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

２５．手形割引は、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号「銀行業におけ
る金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（平成１４年２月
１３日）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手
形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、
その額面金額は２，２０６百万円であります。

２６．国庫金等の取引の担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券　　　  　    １，４２６百万円
預け金　　　　　　  ２，０５１百万円
担保資産に対応する債務
預金　　　  　　　    ５，３９６百万円
借用金　　　　　　　　６０５百万円
上記のほか、為替決済取引の担保として、預け金１３，０００百万円を差し入れ

ております。
また、その他の資産には、保証金８百万円が含まれております。

２７．出資１口当たりの純資産額        １，５４８円０８銭
２８．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針

当金庫は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行って
おります。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総
合的管理（ＡＬＭ）をしております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク
当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出
金です。
また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、純投資目的及び事
業推進目的で保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の
変動リスクに晒されております。
外貨建有価証券については、為替の変動リスクに晒されております。
一方、金融負債は、主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒さ

れております。また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒され
ております。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理
当金庫は、「信用リスク管理方針」に基づき、信用リスクに関する管理諸規
程を定め、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報
管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整
備し運営しております。
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これらの与信管理は、各営業店のほか融資管理部により行われ、定期的に
経営陣によるリスク管理委員会、ＡＬＭ委員会、経営会議、常務会、理事会を開
催し、審議・報告を行っております。
有価証券の発行体の信用リスクに関しては、資金証券部において、信用情報

や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
② 市場リスクの管理
（ⅰ）金利リスクの管理
当金庫は、「市場リスク管理方針」に基づき、市場リスクに関する管理諸規
程を定め、市場リスクの特定、評価及びモニタリングの方法を定め、明確に
する体制を整備し運営しております。日常的には、金利リスクの管理として
ＶａＲにより計測を行っており、バックテスト、ストレステストを実施するこ
とによりＶａＲの信頼性並びに当金庫の経営に与える影響度合いを検証し
ております。これらの市場リスク管理は、リスク統括部、資金証券部、経営企
画部により行われ、又、定期的にリスク管理委員会、ＡＬＭ委員会で協議検
討し、経営陣による経営会議、常務会、理事会に付議・報告しております。
（ⅱ）為替リスクの管理
当金庫は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しており

ます。
（ⅲ）価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、「余資運用規程」に基

づき資金証券部が行っております。
資金証券部では、市場運用商品の購入・売却等を行っており、事前審査、

投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスク
の軽減を図っております。
また、これらの情報は、ＡＬＭ委員会、リスク管理委員会、常務会、理事会
において定期的に報告されております。
（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
当金庫では、「預け金」、「有価証券」、「貸出金」、「預金積金」、「職員預

り金」の市場リスク量をＶａＲにより月次で計測し、取得したリスク量がリス
ク限度額の範囲内となるよう管理しております。
当金庫のＶａＲは分散共分散法（保有期間１２０日、信頼区間９９％、観
測期間２４０営業日）により算出しており、令和２年３月３１日（当事業年
度の決算日）現在で当金庫の市場リスク量（損失額の推計値）は、全体で
２９，７２９百万円です。
なお、当金庫では「有価証券」について、モデルが算出するＶａＲと実際
の損益を比較するバックテストを実施し、その精度を評価しております。使
用する計測モデルは十分な精度により市場リスクを捕捉しているものと考
えています。ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した
一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられない
ほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があ
ります。そのためにＶａＲの限界を補完するため客観性、柔軟性を用いたス
トレステストを行い、観測期間に捉えきれなかったストレス事象の発生に備
えております。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当金庫は、「流動性リスク管理方針」に基づき、流動性リスクに関する管理諸
規程を定め、流動性リスクを管理する体制を整備し運営しております。これら
の流動性リスクは、リスク統括部、資金証券部、事務部により管理が行われ、
又、定期的にリスク管理委員会にて、協議検討し、必要に応じて経営陣による
常務会、理事会に報告しております。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合

には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定において
は一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当
該価額が異なることもあります。
なお、金融商品のうち貸出金、預け金及び預金積金については、簡便な計算
により算出した時価に代わる金額を含めて開示しております。

２９．金融商品の時価等に関する事項
令和２年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次の

とおりであります（時価等の算定方法については（注１）参照）。なお、時価を把握
することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません
（（注２）参照）。
また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（＊１）預け金、貸出金、預金積金及び借用金の「時価」には、「簡便な計算により算出し
た時価に代わる金額」を記載しております。

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（注１）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
（１）預け金

満期のない預け金及び無利息預け金については、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、残
存期間に基づく区分ごとに、決算日における市場金利（ＴＩＢＯＲ、金利ＳＷＡＰ
レート)で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として記載しております。

（２）有価証券
株式及び上場投資信託は取引所の価格、債券は取引金融機関から提示された価
格によっております。投資信託は、公表されている基準価額によっております。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については３０から３１に
記載しております。

（３）貸出金
貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び
個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を時価に代わる金額
として記載しております。
① 破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの
見積りが困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定に計上している額
（貸倒引当金控除前の額、以下｢貸出金計上額｣という）
② ①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
③ ①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金
の合計額を市場金利（ＴＩＢＯＲ、金利ＳＷＡＰレート）で割り引いた金額

（４）当座貸越契約に係るコミットメントライン契約
決算日に実行要求された場合の貸出額（融資未実行残高）は、帳簿価額と近似し

ていることから、融資未実行残高を時価とみなしております。

金融負債
（１）預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価と
みなしております。また、定期預金、積立定期及び定期積金の時価は、一定の期間ご
とに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定し、その算出
結果を時価に代わる金額として記載しております。その割引率は、決算日における
市場金利（ＴＩＢＯＲ，金利ＳＷＡＰレート）の利率を用いております。

（２）借用金
借用金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り

引いて現在価値を算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しており
ます。その割引率は、市場金利（ＴＩＢＯＲ、ＳＷＡＰレート）を用いております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額は
次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

（＊１）子会社・子法人等株式、非上場株式及び信金中央金庫出資金については、市場
価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の
対象とはしておりません。

（＊２）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式や貸出金など時価を把握することが
極めて困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示の対
象とはしておりません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（＊）預け金のうち、満期のないもの及び、貸出金のうち、延滞貸出金、当座貸越等、償還
予定額が見込めないもの、期間の定めがないものは含めておりません。

（注４）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

預金積金のうち要求払預金は、「１年以内」に含めております。

（単位：百万円）

預金積金
借用金
合 計

８１４，９４５
６５

８１５，０１０

1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内

10年超

１０９，２７８
２６０

１０９，５３８

２５
１６７
１９２

１，５５１
１１２

１，６６３

（単位：百万円）

1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内

10年超

預け金（＊）　　　　　　
有価証券
　その他有価証券の
　うち満期があるもの
貸出金（＊）
合 計

　　　５，０００

３７，６７５

５４，２７８
　９６，９５３

　　　－

８４，６５２

７１，２８０
１５５，９３２

１７，２５０

１１０，１５３

　８８，０７５
２１５，４７８

１１１，４５５

２２，４０７

７０，６８８
２０４，５５１

（単位：百万円）

区　分
子会社・子法人等株式（＊１）
非上場株式（＊１）
信金中央金庫出資金（＊１）
組合出資金（＊２）
合 計

貸借対照表計上額
１４
９７

３，９４０
１０１

４，１５４

（1）預け金（＊1）
（2）有価証券
　　その他有価証券
（3）貸出金（＊1）
　　貸倒引当金（＊2）

　　金融資産計
（1）預金積金
（2）借用金（＊1）
　　金融負債計

１６２，０８４

４８８，１８８
３２８，３５９
△５，７１５
３２２，６４３
９７２，９１６
９２５，７９９

６０５
９２６，４０４

１６２，４４０

４８８，１８８

３３０，７８１
９８１，４１０
９２６，０７７

６２７
９２６，７０４

３５５

－

８，１３７
８，４９３
２７７
２２
２９９

貸借対照表
計上額

時　価 差　額

（単位：百万円）
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損益計算書の注記

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
２．子会社との取引による収益総額                  　    １４，２９７千円
子会社との取引による費用総額             　　  １４９，５５８千円

３．出資１口当り当期純利益金額              　　　　  　２９円７７銭
４．当金庫は、地区内の営業用店舗等６件の土地建物等について、減損損失を特別損失
（８４，５４１千円）として計上しております。
これらの営業用店舗等は、収益性の低下、不動産価格の下落及び使用目的の変化
等により、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損
損失としております。この減損損失のうち、土地に係るものは２９，９３３千円、事業
用建物に係るものは３，５４４千円、その他の有形固定資産に係るものは５１，０６４
千円であります。
なお、営業用店舗等については、個別に継続的な収支の把握を行っていることか

ら営業店単位（ただし、連携して営業を行っている場合は１グループ）で、遊休資産に
ついては各資産単位でグルーピングしております。
また、本部、事務センター、厚生施設等については独立したキャッシュ・フローを生
み出さないことから共用資産としております。
当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しているもの及び使
用価値により測定しているものがあります。正味売却価額により測定しているものに
ついては、固定資産税評価額等に基づき算出した時価額から処分費用等を控除した
金額に基づいております。

５．その他の特別損失は、合併関連に要した費用４８１，２６４千円及び創立１４０周年
記念事業に伴う費用１６，０６９千円であります。

６．当金庫と島田信用金庫の合併に関する事項は以下のとおりであります。
（１）計算書類に含まれる島田信用金庫の業績期間

令和１年６月２４日から令和２年３月３１日
（２）当該合併に要した支出額及びその科目名

支出額　４８１，２６４千円　　　　科目名　その他の特別損失

（単位：百万円）

８０
７，３５７
４，２８７
６６８

２，４０１
１７，０１０
６，９７６
１０，０３３
２４，４４８

２
４９８
４９６
０
１

８７０
６

８６４
１，３７１

５１
０
－
０
－

１，５１５
１，５１５

－
１，５６６

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
　投資信託
　外国証券
合 計

売却額 売却損の合計額売却益の合計額

（単位：百万円）

貸借対照表
計上額

取得原価種　類 差　額

貸借対照表
計上額が
取得原価を
超えるもの

貸借対照表
計上額が
取得原価を
超えないもの

合 計

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
　投資信託
　外国証券
　その他の証券
小 計
株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
　投資信託
　外国証券
　その他の証券
小 計

１，７３５
２３２，０６５
９８，８９９
５０，５８９
８２，５７７
８３，０４４
５１，０９６
３１，８８５

６２
３１６，８４６

５４６
２７，１２４
１４，２８８
２，２５４
１０，５８０
１４３，６７１
９９，３３９
４４，３３１

－
１７１，３４１
４８８，１８８

１，００３
２２５，９６５
９４，９４９
４９，６２２
８１，３９３
７９，０７９
４９，２５５
２９，８０８

１５
３０６，０４９

６２１
２７，４２１
１４，４９１
２，２６７
１０，６６３
１４７，６６４
１０１，５６８
４６，０９５

－
１７５，７０７
　４８１，７５６

７３２
６，１００
３，９４９
９６７

１，１８３
３，９６４
１，８４０
２，０７７
４６

１０，７９７
△７４
△２９７
△２０２
△１３
△８２

△３，９９３
△２，２２９
△１，７６４

－
△４，３６５
６，４３１

３０．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これら
には、｢国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「投資信託」、「外国証券」、「その他の
証券」が含まれております。以下、３１まで同様であります。

その他有価証券

（注）１ 貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価により計
上したものであります。

２ その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比
べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認めら
れないものについては、当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価
差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。
当事業年度における減損処理額は６８百万円（うち、株式６８百万円）であり

ます。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、市場価格が取得原
価に比べて３０％以上下落した場合又は合理的に算定された価額が取得原価
に比べて５０％以上下落した場合によります。

３１．当事業年度中に売却したその他有価証券

３２．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実
行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一
定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係
る融資未実行残高は、１３８，７５６百万円であります。このうち残存期間が１年以
内のものは、２５，６５８百万円であります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資
未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を与え
るものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及
びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶又
は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契
約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も
定期的に予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じ
て契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

３３．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下の
とおりであります。
繰延税金資産
貸倒引当金
退職給付引当金　
減損損失
減価償却超過額
賞与引当金
その他
小 計
評価性引当額

繰延税金資産合計 

１，２７２百万円
４６８百万円
１３９百万円
１２４百万円
１１０百万円
３３５百万円

２，４５１百万円
△７０３百万円
 １，７４８百万円

　　　繰延税金負債
その他有価証券評価差額金　　　 
その他
繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額

３４．当金庫と島田信用金庫は、当金庫を合併存続会社とする合併を行いました。
当合併に係る事項は以下のとおりであります。

（１）合併前における合併消滅金庫の名称
島田信用金庫

（２）合併の目的
スケールメリットを活かし、業務の多様化・高度化と深度ある金融サービスの強
化を図るとともに、両金庫の店舗網を効率的に活用することにより健全かつ強固な
経営基盤を構築し、一層お客様に信頼され、真に地域から必要とされる金融機関と
なって、これまで以上に地域社会の発展に貢献することを目的としております。

（３）合併が効力を生じた日
令和１年６月２４日

（４）合併存続金庫の名称
島田掛川信用金庫

（５）合併比率及びその算出方法
① 合併比率１：１（対等合併）
② 合併比率の算出方法

島田信用金庫の会員の出資１口（５００円）をもって、掛川信用金庫の会員の
出資１０口（１口５０円）にあてるものとする。

③ 出資一口当たりの金額 ５０円
（６）合併消滅金庫から引継いだ資産、負債及び純資産の額ならびに主な内訳

資産
うち預け金
うち有価証券
うち貸出金
負債　
うち預金積金
純資産　
うち出資金
※上記の項目については帳簿価額で評価しております。

（７）会計処理方法の統一について
会計処理方法は統一しております。

１，７０８百万円
１百万円

１，７０９百万円
３８百万円

５３８，１７１百万円
１５０，３１０百万円
１５７，４４０百万円
２１６，０８６百万円
５１３，３０６百万円
５０８，７０８百万円
２４，８６５百万円
１，５６７百万円
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人件費
　報酬給料手当
　退職給付費用
　その他
物件費
　事務費
　　旅費・交通費
　　通信費
　　事務機械賃借料
　　事務委託費
　　その他
　固定資産費
　　土地建物賃借料
　　保全管理費
　　その他
　事業費
　　広告宣伝費
　　交際費・寄贈費・諸会費
　　その他
　人事厚生費
　預金保険料
　有形固定資産償却
　無形固定資産償却
税金
合計

（単位：千円）

2019年度2018年度

(注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（2018年度208百万円、2019年度487百万円）を控除して表示しております。

（注） 
業務粗利益率＝

資金運用勘定平均残高
業務粗利益

×100

（注） 総資産経常利益率
（総資産当期純利益率）

＝
総資産平均残高（債務保証見返を除く）

経常利益（当期純利益）
×100

役務取引等収益
　受入為替手数料
　その他の受入手数料
　その他の役務取引等収益
役務取引等費用
　支払為替手数料
　その他の支払手数料
　その他の役務取引等費用

（単位：千円）

－－

2019年度2018年度

役務取引の状況

資金運用収支
　資金運用収益
　資金調達費用
役務取引等収支
　役務取引等収益
　役務取引等費用
その他業務収支
　その他業務収益
　その他業務費用
業務粗利益
業務粗利益率

（単位：千円、％）

%%

2019年度2018年度

業務粗利益

総資産経常利益率
総資産当期純利益率

（単位：％）

%
%

%
%

2019年度2018年度

利益率

業務純益
実質業務純益
コア業務純益
コア業務純益（投資信託解約損益を除く）

（単位：千円）

2019年度2018年度

業務純益

その他業務収益
　外国為替売買益
　商品有価証券売買益
　国債等債券売却益
　国債等債券償還益
　金融派生商品収益
　その他の業務収益
その他業務費用
　外国為替売買損
　商品有価証券売買損
　国債等債券売却損
　国債等債券償還損
　国債等債券償却
　金融派生商品費用
　その他の業務費用
その他業務利益

（単位：千円）

－

－
－

－
－

－
－
－

－

－
－

－
－

－
－
－

2019年度2018年度

（単位：平均残高･百万円、利息･千円、利回り･％）

－

－

－

－
－

－

－

平均残高
2019年度2018年度 2019年度2018年度 2019年度2018年度

資金運用収支の内訳

資金運用勘定
　貸出金
　預け金
　コールローン
　商品有価証券
　有価証券
資金調達勘定
　預金積金
　譲渡性預金
　借用金
　コールマネー

利　息 利回り

－

－

－

－
－

－

－

経営指標

経費の内訳

その他業務利益の内訳

%
%
%
－
－
%
%
%
－
%
－

%
%
%
%
－
%
%
%
－
%
－
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（単位：千円）

△

△

△

－
△

△

△

－
－

△

－

－

2018年度
残高による増減 残高による増減純増減利率による増減 純増減

受取・支払利息の増減

受取利息
　うち貸出金
　うち預け金
　うち商品有価証券
　うち有価証券
支払利息
　うち預金積金
　うち譲渡性預金
　うち借用金

2019年度

－

－

△

△

△

－

△

△

－
△

－

－

－

－

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しております。

利率による増減

（単位：百万円）

貸倒引当金内訳

資金運用利回り
資金調達原価率
総資金利鞘

（単位：％）

2019年度2018年度

利 鞘

貸出金償却額

（単位：千円）

－

2019年度2018年度

貸出金償却

預金積金残高
貸出金残高

（単位：百万円）

2019年度2018年度

常勤役職員１人当たり預金積金･貸出金残高

預金積金残高
貸出金残高

（単位：百万円）

2019年度2018年度

１店舗当たり預金積金･貸出金残高

貸出金（A）
預金積金（B）

預貸率
（A／B）
期中平均

（単位：百万円）

%
%

%
%

2019年度2018年度

預貸率

有価証券（A）
預金積金（B）

預証率
（A／B）
期中平均

（単位：百万円）

%
%

%
%

2019年度2018年度

預証率

2018年度
2019年度
2018年度
2019年度
2018年度
2019年度

期首残高
目的使用 その他

当期減少額
当期増加額 期末残高

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合計

－
－

%
%
%

%
%
%

2019年度の当期増加額には旧島田信用金庫から引き継がれた一般貸倒引当金163百万円、個別貸倒引当金2,208百万円が含まれております。
2019年度の当期減少額の「その他」5,402百万円は前事業年度に計上した引当金の洗い替えによる取崩額であります。

（注）1． 
2． 
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預金業務

（単位：百万円、％）

当座預金
普通預金
貯蓄預金
通知預金
別段預金
納税準備預金
定期預金
定期積金
外貨預金
合計

残　高 構成比残　高 構成比
2019年度2018年度

－

%
%
%
%
%
%
%
%
%
%

%
%
%
%
%
%
%
%
－
%

（単位：百万円、％）

個人
一般法人
金融機関
公金
合計

残　高 構成比残　高 構成比
2019年度2018年度

%
%
%
%
%

%
%
%
%
%

（単位：百万円）

会員
非会員
合計

2019年度2018年度

（単位：百万円）

流動性預金
定期性預金
その他
計
譲渡性預金
合計

2019年度2018年度

－

－

－

（単位：百万円）

定期預金
　固定金利定期預金
　変動金利定期預金

2019年度2018年度

流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金＋別段預金＋納税準備預金
定期性預金＝定期預金＋定期積金
その他の預金＝外貨預金

（注）1． 
2． 
3．

預金科目別残高

預金者別残高

会員・非会員別残高

預金・譲渡性預金平均残高

定期預金残高

科　目
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2019年度2018年度

貸出業務

（単位：百万円）

2019年度2018年度
会員
非会員
合計 －

－

－
－

－

－

（単位：百万円）

－
－

－

2019年度2018年度

－
－

－

（単位：百万円）

割引手形
手形貸付
証書貸付
当座貸越
合計

残　高 平均残高残　高 平均残高
2019年度2018年度

（単位：百万円、％）

製造業
農業･林業
漁業
鉱業･採石業･砂利採取業
建設業
電気･ガス･熱供給･水道業
情報通信業
運輸業･郵便業
卸売業･小売業
金融業・保険業
不動産業
物品賃貸業
学術研究･専門･技術サービス業
宿泊業
飲食業
生活関連サービス業･娯楽業
教育･学習支援業
医療･福祉
その他のサービス
小計
地方公共団体
個人（住宅、消費、納税資金等）
合計

残　高 構成比残　高 構成比

－

%
%
%
%
%
%
－
%
%
%
%
%
%
%
%
%
%
%
%
%
%
%
%

（単位：百万円、％）

%
%
%

%
%
%

2019年度2018年度

設備資金
運転資金
合計

貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比

貸出金科目別残高･平均残高

貸出金業種別内訳

会員・非会員別貸出金残高

貸出金
　固定金利
　変動金利

（単位：百万円）

2019年度2018年度

固定･変動金利別貸出金残高

貸出金使途別残高

（単位：百万円）

2019年度2018年度

貸出金の担保別内訳
（単位：百万円）

2019年度2018年度

債務保証見返の担保別内訳

代理貸付残高の内訳

%
%
%
%
%
%
%
%
%
%
%
%
%
%
%
%
%
%
%
%
%
%
%

（単位：百万円）

2019年度2018年度
住宅ローン
消費者ローン
合計

消費者ローン・住宅ローン残高

当金庫預金積金
有価証券
動産
不動産
その他
信用保証協会・信用保険
保証
信用
合計

当金庫預金積金
有価証券
動産
不動産
その他
信用保証協会・信用保険
保証
信用
合計

信金中央金庫
株式会社
日本政策金融公庫

独立行政法人
住宅金融支援機構

独立行政法人
中小企業基盤整備機構

独立行政法人
福祉医療機構

株式会社
商工組合中央金庫
合計
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（単位：百万円）

2019年度2018年度

商品有価証券平均残高

合　計

有価証券の残存期間別残高

有価証券の時価情報

証券業務他

2019年度2018年度

有価証券平均残高

（単位：百万円）

2018年度

国債
地方債
短期社債
社債
株式
外国証券
その他の証券
合計

（単位：百万円）

－－

商品国債
商品地方債
商品政府保証債
その他の商品有価証券
合計

－
－
－
－
－

－
－
－
－
－

　償却原価法に基づくアキュムレーション・アモチゼーション、減損処理を実施し、金融商品の時価会計基準に則り定められた保有区
分ごとに表示しております。

1年以下 1年超3年以下 3年超5年以下 5年超7年以下 7年超10年以下 10年超 期間の定めのないもの

国債
地方債
短期社債
社債
株式
外国証券
その他の証券

－

－
－
－
－

－

－

－
－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

合　計2019年度 1年以下 1年超3年以下 3年超5年以下 5年超7年以下 7年超10年以下 10年超 期間の定めのないもの

国債
地方債
短期社債
社債
株式
外国証券
その他の証券

－

－
－
－
－

－

－
－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

［該当ありません］

売買目的有価証券1

［該当ありません］

満期保有目的の債券2
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金銭の信託の時価情報

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

合計

［該当ありません］

貸借対照表計上額は期末日における市場価格等に基づいております。
時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

（注）1． 
2．

（単位：百万円）

貸借対照表
計上額 取得原価 差　額

種　類 貸借対照表
計上額 取得原価 差　額

2019年度2018年度

△

△

△

△

△

△

△

△

－
△

－－

△

△

△

△

△

△

△

△

－
△

－－

（単位：百万円）

貸借対照表計上額貸借対照表計上額
2019年度2018年度

－

［該当ありません］ ［該当ありません］

デリバティブ取引・通貨関連取引

［該当ありません］ ［該当ありません］ ［該当ありません］

［該当ありません］ ［該当ありません］ ［該当ありません］

運用目的の金銭の信託1

その他有価証券3

時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券4

債券関連取引4

満期保有目的の金銭の信託2 その他の金銭の信託3

通貨関連取引1 金利関連取引2 株式関連取引3

商品関連取引5 クレジットデリバティブ取引6

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
　投資信託
　外国証券
　その他の証券
小計
株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
　投資信託
　外国証券
　その他の証券
小計

子会社・子法人等株式
その他有価証券のうち非上場国内株式
その他有価証券のうち投資事業組合出資証券
合計
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自己資本充実の状況

単体自己資本充実の状況

自己資本の額（（イ）－（ロ））（ハ）

自己資本比率（（ハ）／（ニ））

△

△

－

－
－

－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額

うち、のれんに係るものの額   

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

適格引当金不足額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額

前払年金費用の額

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額

信用金庫連合会の対象普通出資等の額

特定項目に係る10パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る15パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額（ロ）

信用リスク・アセットの額の合計額

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー 

うち、上記以外に該当するものの額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8パーセントで除して得た額

信用リスク・アセット調整額

オペレーショナル・リスク相当額調整額

リスク・アセット等の額の合計額（ニ）

　自己資本比率は運用している資産等のリスクに占める自己資本の割合で、金融機関の健全性を判断する上で重要な指標です。
　当金庫の自己資本につきましては、地域のお客様による（普通）出資金にて調達しております。

－

－
－
－
－

△

△

－

－
－

－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－
－
－
－

2018年度 2019年度

自己資本比率

自己資本

リスク・アセット等（３）

コア資本に係る調整項目（２）

項     目

コア資本に係る基礎項目（１）

　2018年度末、2019年度末の自己資本は主にコア資本に係る基礎項目とコア資本に係る調整項目で構成されています。
（単位：百万円、％）

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額

うち、出資金及び資本剰余金の額

うち、利益剰余金の額

うち、外部流出予定額（△）

うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額　　

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る基礎項目の額（イ）

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資産等に照らし自己
資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。
2018年度は旧掛川信用金庫の数値を掲載しております。
なお、当金庫は国内基準により自己資本比率を算出しております。

%%

自己資本の構成に関する事項1
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　当金庫はこれまで、内部留保による資本の積上げ等を行うことにより自己資本を充実させ、経営の健全性・安全性を十分に保っていると評価し
ております。なお、将来の自己資本の充実策については、年度ごとに掲げる事業計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本
の積上げを第一義的な施策として考えております。

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

2018年度 2019年度

（単位：百万円）

－
－
－
－
－
－
－

－

－

－

－

－
－
－
－

－
－
－
－
－

△

－
－
－
－
－
－
－

－

－

－

－

－
－
－
－

－
－
－
－
－

△

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

－

－

－
－
－
－

－
－
－
－
－

△

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

－

－

－
－
－
－

－
－
－
－
－

△

イ．信用リスクアセット・所要自己資本の額の合計

① 標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー

現金 

我が国の中央政府及び中央銀行向け 

外国の中央政府及び中央銀行向け 

国際決済銀行等向け 

我が国の地方公共団体向け 

外国の中央政府等以外の公共部門向け 

国際開発銀行向け 

地方公共団体金融機構向け 

我が国の政府関係機関向け 

地方三公社向け 

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 

法人等向け 

中小企業等向け及び個人向け 

抵当権付住宅ローン 

不動産取得等事業向け 

3ヵ月以上延滞等

取立未済手形 

信用保証協会等による保証付 

株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付

出資等

出資等のエクスポージャー

重要な出資のエクスポージャー

上記以外

他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその他外部TLAC関連調達手段に該当す
るもの以外のものに係るエクスポージャー

信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整項目の額に算入されなかった部分に係るエク
スポージャー

特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー

総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している他の金融機関等に係るその他外部TLAC関連調
達手段に関するエクスポージャー

総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融機関等に係るその他外部TLAC関連
調達手段のうち、その他外部TLAC関連調達手段に係る５％基準額を上回る部分に係るエクスポージャー

上記以外のエクスポージャー

② 証券化エクスポージャー

証券化　　STC要件適用分 

　　　　　非STC要件適用分 

再証券化

③ リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー

　　　　　ルック・スルー方式

　　　　　マンデート方式

　　　　　蓋然性方式（250％）

　　　　　蓋然性方式（400％）

　　　　　フォールバック方式（1250％）

④ 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額

⑤ 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置によりリスク・アセットの額に算入
　 されなかったものの額

⑥ CVAリスク相当額を８％で除して得た額

⑦ 中央清算機関関連エクスポージャー

ロ．オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額

ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ）

粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％
直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

所要自己資本の額＝リスク・アセット×４% 
「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ･バランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。
「3ヵ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「我が国の中央政府及び中央銀行向け」から「法
人等向け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。
当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスク相当額を算定しています。

＜オペレーショナル・リスク相当額（基礎的手法）の算定方法＞

単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

（注）1． 
2． 
3．

4．

5．

※2018年度は旧掛川信用金庫の数値を掲載しております。

自己資本の充実に関する事項2
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単体自己資本充実の状況

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

国内

国外

地域別合計

製造業

農業・林業

漁業

鉱業・採石業・砂利採取業

建設業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業・郵便業

卸売業・小売業

金融業・保険業

不動産業

物品賃貸業

学術研究･専門･技術サービス業

宿泊業

飲食業

生活関連サービス業・娯楽業

教育･学習支援業

医療･福祉

その他のサービス

国・地方公共団体等

個人

その他

業種別合計

1年以下

1年超3年以下

3年超5年以下

5年超7年以下

7年超10年以下

10年超

期間の定めのないもの

残存期間別合計

2018年度 2019年度2018年度 2019年度2018年度2018年度 2019年度2019年度2018年度 2019年度

地域区分
業種区分
期間区分

エクスポージャー
区分 3ヵ月以上延滞

エクスポージャー債　券 デリバティブ取引

信用リスクエクスポージャー期末残高

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の

オフ・バランス取引

（2） 一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額（36ページ参照）

（注）1． 
2． 
3．
4．
5．

オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。
「3ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことです。
上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分に分類することが、困難なエクスポージャーです。
CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

　当金庫の信用リスクの管理方針及び手続きにつきましては17ページをご覧ください。

（単位：百万円）
（1） 信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高〈地域別・業種別・残存期間別〉

信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）3

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

※2018年度は旧掛川信用金庫の数値を掲載しております。
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－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

△

△

－
－

△

－
－

△

－
△

△

△

△

－
－
△

－
△

△

－
－

－
－

－

－
－

－

－

－

－

－

－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－

－
－
－
－

－
－

－

－
－
－
－

－
－
－
－

－
－

－
－

－

－
－

－

－
－

－
－

－

－
－

－

2018年度 2019年度2018年度 2019年度2018年度 2019年度2018年度 2019年度2018年度 2019年度

目的使用額 期末残高 当期増減額期首残高
貸出金償却

製造業

農業・林業

漁業

鉱業・採石業・砂利採取業

建設業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業・郵便業

卸売業・小売業

金融業・保険業

不動産業

物品賃貸業

学術研究･専門･技術サービス業

宿泊業

飲食業

生活関連サービス業・娯楽業

教育･学習支援業

医療･福祉

その他のサービス

国・地方公共団体等

個人

合計

個別貸倒引当金

（単位：百万円）
（3） 業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等

（4） リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等
（単位：百万円）

告示で定める
リスク･ウェイト区分（％）

格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し

エクスポージャーの額

2019年度2018年度

－

－

－
－
－
－

－
－

0%

10%

20%

35%

50%

75%

100%

150%

250%

1250%

その他 

合計

株式会社格付投資情報センター（R&I）、株式会
社日本格付研究所（JCR） 
株式会社格付投資情報センター（R&I）、株式会
社日本格付研究所（JCR）、ムーディーズ・インベ
スターズ・サービス・インク（Moody's）、スタン
ダード&プアーズ・レーティング・サービシズ
（S&P） 
株式会社格付投資情報センター（R&I）、株式会
社日本格付研究所（JCR）、ムーディーズ・インベ
スターズ・サービス・インク（Moody's）、スタン
ダード&プアーズ・レーティング・サービシズ
（S&P）、フィッチ・レーティングス（Fitch）のうち
運用会社が使用する機関

（注）1． 
2． 

3．

格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェ
イトに区分しています。
エクスポージャーの種類ごとの判定に使用する適格格付機関
は以下のとおりです。
国内債券…
  
外国債券…

投資信託…

－

－

－

－

－
－

－
－

※2018年度は旧掛川信用金庫の数値を掲載しております。
（注）当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。

※2018年度は旧掛川信用金庫の数値を掲載しております。

　△

－

－

△

△

－

△

△

△

－

44



単体自己資本充実の状況

　当金庫では、お客様の外国為替等に係るリスクヘッジにお応えすることを目的に派生商品取引を取扱っております。具体的な派生商品取引は、為替先物予約
取引です。
　派生商品取引には、市場の変動による市場リスクや、取引相手方の支払不能による信用リスクが内包されております。
　市場リスクへの対応は、派生商品取引により受けるリスクと保有する資産・負債が受けるリスクが相殺されるような形で管理しております。
　また、信用リスクへの対応として、お客様との取引については、総与信取引における保全枠との一体的な管理により与信判断を行うことでリスクを限定しており、
適切な保全措置を講じております。
　以上により当該取引にかかる市場リスク及び信用リスク、双方とも適切なリスク管理に努めております。
　また、長期決済期間取引は該当ありません。

2018年度 2019年度

カレント・エクスポージャー方式

－ －

カレント・エクスポージャー方式

（単位：百万円）

与信相当額の算出に用いる方式

グロス再構築コストの額

グロス再構築コストの額及びグロスのアドオン合計額から担保による
信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額を差し引いた額

（単位：百万円）

派生商品取引合計 

（ⅰ）外国為替関連取引

（ⅱ）金利関連取引

（ⅲ）株式関連取引

長期決済期間取引

合計

2018年度 2019年度 2018年度

－

－

－

－

－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－

2019年度

担保による信用リスク削減手法の効果を
勘案する前の与信相当額

担保による信用リスク削減手法の効果を
勘案した後の与信相当額

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項5

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

（単位：百万円）

適格金融資産担保 保　証 クレジット・デリバティブ信用リスク削減手法

ポートフォリオ

－ －

2018年度 2019年度 2018年度 2019年度 2018年度 2019年度

（注）当金庫は適格金融資産担保について簡便手法を用いております。

信用リスク削減手法に関する事項4

　証券化とは、金融機関が保有するローン債権や企業が保有する不動産など、それらの資産価値を裏付けに証券として組み替え、第三者に売却して流動化する
ことを指します。
　一般的には証券の裏付けとなる原資産の保有者であるオリジネーターと、証券を購入する側である投資家に大きく分類されますが、当金庫においては有価証
券投資の一環としての投資家にあたり、オリジネーターとしての証券化取引は行っておりません。
　リスク管理については17ページの各種リスク管理方針に基づき適切に行っています。
　また、当金庫は標準的手法を採用し、日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従った適切な会計処理を行っています。
　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下のとおりです。

国内債券…株式会社格付投資情報センター（R&I）、
　　　　　株式会社日本格付研究所（JCR） 

外国債券…株式会社格付投資情報センター（R&I）、株式会社日本格付研究所（JCR）
　　　　　ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）
　　　　　スタンダード＆プアーズ・レーティング・サービシズ（S＆P）

証券化エクスポージャーに関する事項6

　自己資本規制における信用リスク削減手法とは、当金庫が抱えている信用リスクを軽減化するための措置をいい、具体的には、預金担保、保証などが該当します。
　当金庫では、融資審査に際し、資金使途、返済原資、財務内容、事業環境、経営者の資質など、様々な角度から可否の判断を慎重にしています。担保や保証によ
る保全措置は、あくまでも補完的な位置付けとして認識しております。したがって、担保または保証に過度に依存しないような融資の取上げ姿勢に徹しております。
ただし、融資審査の結果、担保または保証が必要な場合には、お客様への十分な説明を行い、ご理解いただいた上で、ご契約いただくなど適切な取扱いに努めて
おります。
　当金庫が扱う担保には、自金庫預金積金、不動産等、保証には、信用保証協会保証、政府関係機関保証、民間保証、人的保証等がありますが、その手続きにつ
いては、当金庫の定める規程や事務取扱要領等により、適切な事務取扱い及び適正な評価をしております。
　また、割引手形、手形貸付、証書貸付、当座貸越、債務保証に関して、お客様が期限の利益を失われた場合には、当該与信取引の範囲において、預金相殺を用い
る場合があります。この際、信用リスク削減方策の一つとして、各種約定書等に基づき、法的に有効である旨を確認の上、事前の通知や諸手続きを省略して払戻
充当いたします。なお、自己資本規制で定められている信用リスク削減手法には、適格担保として自金庫預金積金、保証として、しんきん保証基金、政府保証、その
他未担保預金等が該当します。
　信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、特に業種やエクスポージャーの種類に偏ることなく分散されております。

（注）1． 
2． 
グロス再構築コストの額は、ゼロを下回らないものに限っています。
2018年度は投資信託に含まれるデリバティブ取引が含まれています。
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（1）当金庫のオペレーショナル・リスクの管理方針及び手続の概要につきましては、17ページをご覧ください。
（2）当金庫のオペレーショナル・リスク相当額算出につきましては、基礎的手法を採用しております。

　出資等エクスポージャーに関するリスク管理方針及び手続の概要につきましては、17ページの信用リスク管理及び市場リスク管理の欄をご覧ください。

　出資等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの概要

　上場株式等、上場優先出資証券にかかるリスクの認識については、時価評価及び最大予想損失額（VaR）（注1）によるリスク計測によって把握するとともに、
当金庫の抱える市場リスクの状況や、設定されたリスク限度枠、損失限度枠の遵守状況を、資金証券部統括理事及び理事長に報告しています。
　また、ストレステスト（注2）など複合的なリスクの分析を実施し、実施結果をリスク管理委員会にて協議・検討するとともに、必要に応じて理事会に付議・
報告する体制を整備しております。
　一方、非上場株式、投資事業組合への出資金に関しては、当金庫が定める「余資運用規程」「有価証券等保有・経理規程」に基づいた適正な運用・管理を
行っております。また、リスクの状況は、財務諸表や運用報告を基にした評価による定期的なモニタリングを実施するとともに、その状況については、適宜、
経営陣へ報告を行うなど、適切なリスク管理に努めております。
　なお、当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「有価証券等保有・経理規程」及び日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実施指針」
に従った、適正な処理を行っております。

オペレーショナル・リスクに関する事項7

出資等エクスポージャーに関する事項9

《定性的な開示事項》

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項8

（1） 保有する証券化エクスポージャーの額
　　及び主な原資産の
　　種類別の内訳

（2） 保有する証券化エクスポージャーの
　　適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの
　　残高及び所要自己資本の額等

［該当ありません］ ［該当ありません］

（2） 出資等エクスポージャーの
売却及び償却に伴う損益の額

売却益

売却損

償却

2018年度

－

－

2019年度

（単位：百万円）

（3） 貸借対照表で認識され、かつ、
損益計算書で認識されない評価損益の額

評価損益

2018年度 2019年度

（単位：百万円）

（4） 貸借対照表及び損益計算書で
認識されない評価損益の額

評価損益

2018年度

－ －

2019年度

（単位：百万円）

（1） 貸借対照表計上額及び時価

上場株式等

非上場株式等

合計

貸借対照表
計上額 時　価 貸借対照表

計上額

－ －

時　価

2018年度
区　分

2019年度

（単位：百万円）

（注）2018年度の「上場株式等」には、投資信託等の裏付資産のうち出資等エクスポー
ジャーに該当する額が含まれています。

ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー

マンデート方式を適用するエクスポージャー

蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー

蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー

フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー

2018年度

－

－

－

－

－

－

－

－

2019年度

（単位：百万円）

VaRとは
Value at Risk（バリュー・アット・リスク）　将来の特定の期間内に、ある一定の確率の範囲内で、ポートフォリオの現在価値がどの程度まで損失を被るかを、過去のある一定期間ご
とのデータをもとに、理論的に算出された値です。
ストレステストとは
「起こりうることではあるが、通常のリスク管理からは除外して考える」ような、市場の大きな変化に対して、保有する資産負債の価値が、どれだけ変化するかを把握する手法です。

（注）1． 

2． 
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単体自己資本充実の状況

（単位：百万円）

項番

IRRBB 1：金利リスク

1

2

3

4

5

6

7

8

上方パラレルシフト 

下方パラレルシフト 

スティープ化 

フラット化 

短期金利上昇 

短期金利低下 

最大値 

自己資本の額

イ ハロ ニ

当期末 前期末 当期末 前期末

当期末 前期末

ホ ヘ

△ＥＶＥ △ＮＩＩ

（注）1． 

2． 

金利リスクの算定手法の概要等は、「金利リスクに関する定性
的な開示事項」の項目に記載しております。
「金利リスクに関する事項」については、平成31年金融庁告示
第3号（2019年2月18日）による改正を受け、2020年3月末か
らΔＮＩＩを開示することとなりました。このため、開示初年度
につき、当期末分のみを開示しております。

イ．「リスク管理の方針及び手続の概要」

（１）リスク管理及び計測の対象とする金利リスクの考え方及び範囲に関す
る説明
　金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の減少や、
将来の収益性に対する影響を指しますが、当金庫においては、資産価値
の増減について定期的な評価・計測を行い、適宜対応を講じる態勢とし
ております。具体的には、金利ショックを想定した場合の金利リスク（以
下IRRBB※IRRBBとは、市場リスクのうち、トレーディング取引等を除
く全ての金利感応資産・負債、オフバランス取引に係る金利リスクをいい
ます。）の計測を毎月行い、リスク管理委員会で協議検討しております。

（２）リスク管理及びリスク削減の方針に関する説明
　必要に応じて経営陣へ報告を行うなど、資産・負債の最適化に向けて
リスク・コントロールに努めております。

（３）金利リスク計測の頻度
　毎月末を基準日として月次でIRRBBを計測しています。

（４）ヘッジ等金利リスクの削減手法（ヘッジ手段の会計上の取扱いを含む）
に関する説明
　金利リスク対象取引のうち市場取引にかかわる取引は、ミドルオフィ
スが市場リスクの管理部署として、リスクとリターンの把握やフロントオ
フィス、バックオフィスの牽制・監視をするとともに、市場取引の運用状
況や損益状況を、毎日、直接経営陣に報告しております。
　なお、金利リスクを削減する際は、有価証券の購入・売却により対応す
る方針としております。

ロ．「金利リスクの算定手法の概要」

（１）開示告示に基づく定量的開示の対象となるΔEVE並びに銀行がこれら
に追加して自ら開示を行う金利リスクに関する以下の事項
①流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期
　流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は1.25年です。

②流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期
　流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期は5年です。

③流動性預金への満期の割当て方法（コア預金モデル等）及びその前提
　流動性預金への満期の割当て方法については、金融庁が定める保
守的な前提を採用しています。

④固定金利貸出の期限前返済や定期預金の早期解約に関する前提
　固定金利貸出の期限前償還及び定期預金の期限前解約については、
金融庁が定める保守的な前提を採用しています。

⑤複数の通貨の集計方法及びその前提
　当金庫ではIRRBBの算出にあたり、通貨別に算出した金利リスク
の正値を合算しています。なお、金利リスクの合算において、通貨間の
相関等は考慮していません。

　また、重要性の観点より、一部の通貨については金利改定満期に基
づくキャッシュ・フローを他の通貨に集約して、金利リスクを算出して
います。
⑥スプレッドに関する前提（計算にあたって割引金利やキャッシュ・フ
ローに含めるか否か等）
　スプレッド及びその変動は考慮しておりません。

⑦内部モデルの使用等、ΔEVEに重大な影響を及ぼすその他の前提
　内部モデルは使用していません。

⑧前事業年度末の開示からの変動に関する説明
　2019年6月24日に掛川信用金庫と島田信用金庫が合併したことに
より、保有する資産、負債が増加し、ΔEVEは前事業年度から増加し
ました。
⑨計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
　当期の重要性テスト（金利リスク（ΔEVE）／自己資本の額）の結果は、
基準値である自己資本の額の20%以内に収まっておりません。リスク
管理委員会で協議検討するとともに、経営陣へ報告を行うなど、資産・
負債の最適化に向けてリスク・コントロールに努めております。

（２）銀行が、自己資本の充実度の評価、ストレステスト、リスク管理、収益管理、
経営上の判断その他の目的で、開示告示に基づく定量的開示の対象と
なるΔEVE以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リ
スクに関する以下の事項
①金利ショックに関する説明
　ΔEVE以外の金利リスクを計測する場合の金利ショックについては、
過去の事例に基づく金利変動としています。

②金利リスク計測の前提及びその意味（特に、開示告示に基づく定量的
開示の対象となるΔEVEと大きく異なる点）
　当金庫では、リスク資本配賦制度の一環として、金利リスクをVaR
などにより管理しており、預貸金や有価証券のVaRに基づくリスク量
に上限ガイドラインを設定しています。
　具体的には、配賦されたリスク資本の範囲内でVaR（保有期間6ヶ月、
観測期間1年、信頼水準99%）に基づく市場リスク量に対し、リスク限
度額を設定し管理することで健全性の確保に努めています。また、市
場取引については、VaRに基づく市場リスク量の管理に加え、残高に
よる運用上限枠や評価損益アラームポイントなども設定しリスクのコ
ントロールを行っています。また、当金庫では、自己資本の充実度の評
価やストレステストの実施にあたり、過去の事例に基づく金利変動に
よる影響等を定期的に検証しています。

▲

金利リスクに関する定性的な開示事項

金利リスクに関する事項10
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連結経常収益(千円）   

連結経常利益(千円）   

親会社株主に帰属する当期純利益(千円）

連結純資産額(百万円）

連結総資産額(百万円）

連結自己資本比率（％） %

2019年度

島田掛川しんきんビジネス株式会社

島田掛川しんきんリース株式会社

島田市岸町412番地

島田市道悦五丁目2番17号

1千万円

1千万円

各種受託業務等
事務処理代行業務

ファイナンスリース業

100%

45%

0%

0%

会社名 所在地 資本金事業の内容

1987年11月6日

1997年4月1日

設立年月日 当金庫
議決権比率

子会社等の
議決権比率

本店営業部、
島田本店営業部のほか
支店54、出張所1

子会社1、子法人等1

島田掛川しんきんビジネス株式会社 島田掛川しんきんリース株式会社
　島田掛川信用金庫の業務受託を主体に事業展開をしております。
　売上高は掛川信用金庫と島田信用金庫との合併により受託量が大
幅に増加し、前期比12,589千円増加の168,648千円となりました。
　損益の状況については、業務量増加に伴う出向費等が増加しまし
たが、経費削減に努めた結果、税引前当期純利益は前期比1,938千円
増加の7,940千円、当期純利益は前期比1,749千円増加の5,728千
円となりました。

　島田掛川信用金庫の取引先を主体にリース事業を展開しております。
新規契約高は島田掛川信用金庫からの紹介件数の増加等により、前
期比196,516千円増加の673,854千円となりました。一方、売上高は
他社との競合や原価率の上昇等によりリース料収入が減少したこと
から前期比19,088千円減少の507,400千円となりました。
　損益の状況については、与信費用等の増加により当期純損失
9,152千円となりました。

　島田掛川信用金庫グループは、当金庫と子会社1社、子法
人等1社で構成され、信用金庫業務を中心に事務処理代行
業務、リース業務などの金融サービスを提供しております。
なお、合併前の旧掛川信用金庫には子会社、子法人等はござ
いません。

▲

子会社等の状況

▲

直近の事業年度における事業の概況

▲

主要な連結経営指標

　連結会社は信用金庫業務以外に一部で事務処理代行業務、リース業務等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少である
ため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

▲

事業の種類別セグメント情報

連結情報

島田掛川信用金庫グループの主要な事業の内容

破綻先債権

延滞債権

3ヵ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

合計  

2019年度

▲

連結リスク管理債権

※存続金庫である旧掛川信用金庫は2018年度において連結の対象となる子会社、子法
人等はありません。

※存続金庫である旧掛川信用金庫は2018年度において連結の対象となる子会社、子法
人等はありません。

（単位：百万円）

島田掛川信用金庫
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2019年度
科　目

2020年3月31日

2019年度
科　目

2020年3月31日

2019年度

科　目 2019年4月  1日から
2020年3月31日まで

2019年度

科　目 2019年4月  1日から
2020年3月31日まで

2019年度

科　目 2019年4月  1日から
2020年3月31日まで

連結財務諸表

連結剰余金計算書

連結貸借対照表

連結損益計算書

（ 資産の部 ）
現金及び預け金
コールローン
買入金銭債権
有価証券
貸出金
外国為替
その他資産
有形固定資産
　建物
　土地
　リース資産
　建設仮勘定
　その他の有形固定資産
無形固定資産
　ソフトウェア
　リース資産
　その他の無形固定資産
繰延税金資産
債務保証見返
貸倒引当金
資産の部合計

（ 負債の部 ）
預金積金
借用金
その他負債
賞与引当金
退職給付に係る負債
役員退職慰労引当金
偶発損失引当金
睡眠預金払戻損失引当金
債務保証
負債の部合計

（ 純資産の部 ）
出資金
利益剰余金
処分未済持分
会員勘定合計
その他有価証券評価差額金
評価・換算差額等
非支配株主持分
純資産の部合計
負債及び純資産の部合計

（単位：百万円）

△

△

経常収益
　資金運用収益
　　貸出金利息
　　預け金利息
　　コールローン利息
　　有価証券利息配当金
　　その他の受入利息
　役務取引等収益
　その他業務収益
　その他経常収益
　　償却債権取立益
　　その他の経常収益
経常費用
　資金調達費用
　　預金利息
　　給付補塡備金繰入額
　　借用金利息
　　その他の支払利息
　役務取引等費用
　その他業務費用
　経費
　その他経常費用
　　貸倒引当金繰入額
　　その他の経常費用
経常利益

（利益剰余金の部）
利益剰余金期首残高
利益剰余金増加高
　親会社株主に帰属する当期純利益
利益剰余金減少高
　配当金
利益剰余金期末残高

（単位：千円）

特別損失
　固定資産処分損
　減損損失
　その他の特別損失
税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
法人税等合計
当期純利益
非支配株主に帰属する当期純損失
親会社株主に帰属する当期純利益

（単位：千円）

※存続金庫である旧掛川信用金庫は2018年度においては連結の対象となる子会社、子法人等はありません。
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１．連結の範囲に関する事項
（１）連結される子会社及び子法人等　　　　２社

会社名
島田掛川しんきんビジネス株式会社
島田掛川しんきんリース株式会社
なお、島田掛川しんきんビジネス株式会社と島田掛川しんきんリース株式会
社は、島田信用金庫との合併により当連結会計年度から連結しております。

（２）非連結の子会社及び子法人等はありません。
２．持分法の適用に関する事項

該当ありません。
３．連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項

連結される子会社及び子法人等の決算日は、すべて３月末日であります。
４．剰余金処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会計年度において確定した剰余金処分に基づいて作
成しております。

連結貸借対照表の注記

連結財務諸表の作成方針

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．有価証券の評価は、子会社・子法人等株式については移動平均法による原価法、そ
の他有価証券については原則として連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却
原価は主として移動平均法により算定)、ただし時価を把握することが極めて困難と
認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。なお、そ
の他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
また、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第

２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決
算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込
む方法により行っております。

３．当金庫の有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成１０
年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに平成２８年４月１日
以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　　　　　　　　　　　７年～５０年
その他　　　　　　　　　　　２年～２０年
連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年
数に基づき、主として定率法により償却しております。

４．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しております。
なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能期間（５年）に
基づいて償却しております。

５．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」
中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却して
おります。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるもの
は当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

６．当金庫の外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付
しております。

７．当金庫の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上して
おります。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に
関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行
等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実
務指針」（平成２４年７月４日））に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当す
る債権については、主として今後１年間の予想損失額を見込んで計上しており、予
想損失額は、３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間におけ
る平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定し
ております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可
能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める
額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権について
は、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し
た残額を計上しております。
なお、破綻先に対する担保債権については、債権額から担保評価額による回収が
可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額
しており、その金額は３３９百万円であります。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署及び審査関連部署
が資産査定を実施し、当該部署から独立した監査部署が査定結果を監査しており、
その査定結果により上記の引当を行っております。
連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸
倒実績率を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個
別に回収可能性を勘案し、回収見込額をそれぞれ計上しております。

８．賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込
額のうち当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

９．退職給付に係る負債は、職員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における
退職給付債務の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の
算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法
については給付算定基準によっております。なお、過去勤務費用及び数理計算上の
差異の費用処理方法は次のとおりであります。
過去勤務費用　　：発生連結会計年度に損益処理
数理計算上の差異：発生連結会計年度に損益処理

（追加情報）
当金庫は、退職金制度の改正に伴い、令和１年６月２４日より退職一時金について、
一部を確定拠出企業年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計
処理」（企業会計基準適用指針第１号 平成２８年１２月１６日改正）及び「退職給付制
度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第２号 平成１９年
２月７日改正）を適用しております。

本移行に伴い、令和１年６月２４日において、退職給付債務が２８６百万円減少して
おります。また、確定拠出年金制度への資産移換額は３３０百万円であり、差額の４３百
万円をその他特別損失に計上しております。なお、資産移換額は、４年間で４回に分割し
て移管する予定で、未払金として２３５百万円を計上しております。

当金庫並びに連結される子会社及び子法人等は、複数事業主（信用金庫等）により設
立された企業年金制度（総合設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫並びに連結
される子会社及び子法人等の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することが
できないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。
なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当
金庫並びに連結される子会社及び子法人等の割合並びにこれらに関する補足説明は
次のとおりであります。
① 制度全体の積立状況に関する事項（平成３１年３月３１日現在）

年金資産の額　　　　　　　　　　　１，６５０，６５０百万円
年金財政計算上の数理債務の額と
最低責任準備金の額との合計額　　　１，７８２，４５３百万円
差引額　　　　　　　　　　　　　　 △１３１，８０３百万円

② 制度全体に占める当金庫並びに連結される子会社及び子法人等の掛金拠出割合
    （自平成３１年３月１日　至平成平成３１年３月３１日）

旧掛川信用金庫　０．３５２７％　　旧島田信用金庫　０．４４２４％
島田掛川しんきんビジネス株式会社　　　０．０２０５％
島田掛川しんきんリース株式会社　　　　０．００３４％

③ 補足説明
上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高１８０，７５２百

万円及び別途積立金４８，９４９百万円であります。本制度における過去勤務債務の償
却方法は期間１９年０ヵ月の元利均等定率償却であり、当金庫並びに連結される子会
社及び子法人等は、当連結会計年度の財務諸表上、当該償却に充てられる厚生年金基
金特別掛金１２５百万円を費用処理しております。
なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じ

ることで算定されるため、上記②の割合は当金庫並びに連結される子会社及び子法人
等の実際の負担割合とは一致しません。
１０．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対す

る退職慰労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認め
られる額を計上しております。

１１．偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担
金支払見込額を計上しております。

１２．睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について預金者からの払戻
請求による支払いに備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額
を計上しております。

１３．当金庫ならびに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計
処理は、税抜方式によっております。

１４．当金庫の理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額
        ３６百万円
１５. 当金庫の理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務総額
        ９百万円
１６．有形固定資産の減価償却累計額        １０，００３百万円
１７．連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務用機器等の一部については、所

有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
１８．貸出金のうち、破綻先債権額は６３０百万円、延滞債権額は２２，０２０百万円で

あります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続しているこ

とその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして
未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息
不計上貸出金」という。）のうち､法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６
条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生
じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者
の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外
の貸出金であります。

１９．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は３１百万円であります。
なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から

３ヵ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであ
ります。

２０．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は６７２百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的と

して、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に
有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債
権に該当しないものであります。

２１．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合
計額は２３，３５５百万円であります。
なお、１８から２１に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

２２．手形割引は、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号「銀行業におけ
る金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（平成１４年２月
１３日）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手
形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、
その額面金額は２，２０６百万円であります。

２３．国庫金等の取引の担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券　　　  　    １，４２６百万円
預け金　　　　　　  ２，０５１百万円

担保資産に対応する債務
預金　　　  　　　    ５，３９６百万円
借用金　　　　　　　　６０５百万円
上記のほか、為替決済取引の担保として、預け金１３，０００百万円を差し入れ

ております。
また、その他の資産には、保証金８百万円が含まれております。
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２４．出資１口当たりの純資産額        １，５６３円３８銭
２５．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針

当金庫グループは、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務
を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総
合的管理（ＡＬＭ）をしております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク
当金庫グループが保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対

する貸出金です。
また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、純投資目的及び事
業推進目的で保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の
変動リスクに晒されております。
外貨建有価証券については、為替の変動リスクに晒されております。
一方、金融負債は、主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒され

ております。また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されてお
ります。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理
当金庫グループは、「信用リスク管理方針」に基づき、信用リスクに関する管
理諸規程を定め、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信
用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体
制を整備し運営しております。
これらの与信管理は、各営業店のほか融資管理部により行われ、定期的に
経営陣によるリスク管理委員会、ＡＬＭ委員会、経営会議、常務会、理事会を開
催し、審議・報告を行っております。
有価証券の発行体の信用リスクに関しては、資金証券部において、信用情報

や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
② 市場リスクの管理
（ⅰ）金利リスクの管理
当金庫グループは、「市場リスク管理方針」に基づき、市場リスクに関す

る管理諸規程を定め、市場リスクの特定、評価及びモニタリングの方法を
定め、明確にする体制を整備し運営しております。日常的には、金利リスク
の管理としてＶａＲにより計測を行っており、バックテスト、ストレステストを
実施することによりＶａＲの信頼性並びに当金庫グループの経営に与える
影響度合いを検証しております。これらの市場リスク管理は、リスク統括部、
資金証券部、経営企画部により行われ、又、定期的にリスク管理委員会、
ＡＬＭ委員会で協議検討し、経営陣による経営会議、常務会、理事会に
付議・報告しております。
（ⅱ）為替リスクの管理
当金庫グループは、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理

しております。
（ⅲ）価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、「余資運用規程」に基

づき資金証券部が行っております。
資金証券部では、市場運用商品の購入・売却等を行っており、事前審査、

投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスク
の軽減を図っております。
また、これらの情報は、ＡＬＭ委員会、リスク管理委員会、常務会、理事会
において定期的に報告されております。
（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
当金庫グループでは、「預け金」、「有価証券」、「貸出金」、「預金積金」、

「職員預り金」の市場リスク量をＶａＲにより月次で計測し、取得したリスク
量がリスク限度額の範囲内となるよう管理しております。
当金庫グループのＶａＲは分散共分散法（保有期間１２０日、信頼区間

９９％、観測期間２４０営業日）により算出しており、令和２年３月３１日
（当連結会計年度の決算日）現在で当金庫グループの市場リスク量（損失
額の推計値）は、全体で２９，７２９百万円です。
なお、当金庫グループでは「有価証券」について、モデルが算出するＶａＲ

と実際の損益を比較するバックテストを実施し、その精度を評価しており
ます。使用する計測モデルは十分な精度により市場リスクを捕捉している
ものと考えています。ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に
算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考え
られないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない
場合があります。そのためにＶａＲの限界を補完するため客観性、柔軟性を
用いたストレステストを行い、観測期間に捉えきれなかったストレス事象の
発生に備えております。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当金庫グループは、「流動性リスク管理方針」に基づき、流動性リスクに関

する管理諸規程を定め、流動性リスクを管理する体制を整備し運営しており
ます。これらの流動性リスクは、リスク統括部、資金証券部、事務部により管理
が行われ、又、定期的にリスク管理委員会にて、協議検討し、必要に応じて経営
陣による常務会、理事会に報告しております。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合

には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定において
は一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当
該価額が異なることもあります。
なお、金融商品のうち貸出金、預け金及び預金積金については、簡便な計算
により算出した時価に代わる金額を含めて開示しております。

２６．金融商品の時価等に関する事項
令和２年３月３１日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、

次のとおりであります（時価等の算定方法については（注１）参照）。なお、時価を
把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりま
せん（（注２）参照）。
また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（単位：百万円）

1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内

10年超

預け金（＊）　　　　　　
有価証券
　その他有価証券の
　うち満期があるもの
貸出金（＊）
合 計

　　　５，０００

３７，６７５

５４，２７８
　９６，９５３

　　　－

８４，６５２

７１，２８０
１５５，９３２

１７，２５０

１１０，１５３

　８７，５７５
２１４，９７８

１１１，４５５

２２，４０７

７０，６８８
２０４，５５１

（単位：百万円）

区　分
非上場株式（＊１）
信金中央金庫出資金（＊１）
組合出資金（＊２）
合 計

連結貸借対照表計上額
９７

３，９４０
１０１

４，１３９

（1）預け金（＊1）
（2）有価証券
　　その他有価証券
（3）貸出金（＊1）
　　貸倒引当金（＊2）

　　金融資産計
（1）預金積金
（2）借用金（＊1）
　　金融負債計

１６２，０８４

４８８，１８８
３２７，４０１
△５，７１３
３２１，６８８
９７１，９６１
９２５，７２０

６０５
９２６，３２５

１６２，４４０

４８８，１８８

３２９，８２５
９８０，４５４
９２５，９９７

６２７
９２６，６２５

３５５

－

８，１３７
８，４９３
２７７
２２
２９９

連結貸借対照表
計上額

時　価 差　額

（単位：百万円）

（＊１）預け金、貸出金、預金積金及び借用金の「時価」には、「簡便な計算により算出し
た時価に代わる金額」を記載しております。

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（注１）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
（１）預け金

満期のない預け金及び無利息預け金については、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、残
存期間に基づく区分ごとに、決算日における市場金利（ＴＩＢＯＲ、金利ＳＷＡＰ
レート)で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として記載しております。

（２）有価証券
株式及び上場投資信託は取引所の価格、債券は取引金融機関から提示された価
格によっております。投資信託は、公表されている基準価額によっております。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については２７から２８に
記載しております。

（３）貸出金
貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び
個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を時価に代わる金額
として記載しております。
① 破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの
見積りが困難な債権については、連結貸借対照表中の貸出金勘定に計上してい
る額（貸倒引当金控除前の額、以下｢貸出金計上額｣という）

② ①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
③ ①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金
の合計額を市場金利（ＴＩＢＯＲ、金利ＳＷＡＰレート）で割り引いた金額

（４）当座貸越契約に係るコミットメントライン契約
連結決算日に実行要求された場合の貸出額（融資未実行残高）は、帳簿価額と近
似していることから、融資未実行残高を時価とみなしております。

金融負債
（１）預金積金

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時
価とみなしております。また、定期預金、積立定期及び定期積金の時価は、一定の期
間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定し、その
算出結果を時価に代わる金額として記載しております。その割引率は、連結決算日
における市場金利（ＴＩＢＯＲ，金利ＳＷＡＰレート）の利率を用いております。

（２）借用金
借用金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り

引いて現在価値を算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しており
ます。その割引率は、市場金利（ＴＩＢＯＲ、ＳＷＡＰレート）を用いております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上
額は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

（＊１）非上場株式及び信金中央金庫出資金については、市場価格がなく、時価を把
握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしておりま
せん。

（＊２）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式や貸出金など時価を把握することが
極めて困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示の対
象とはしておりません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（＊）預け金のうち、満期のないもの及び、貸出金のうち、延滞貸出金、当座貸越等、償還
予定額が見込めないもの、期間の定めがないものは含めておりません。
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（単位：百万円）

預金積金
借用金
合 計

８１４，８６６
６５

８１４，９３１

1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内

10年超

１０９，２７８
２６０

１０９，５３８

２５
１６７
１９２

１，５５１
１１２

１，６６３

連結損益計算書の注記

（単位：百万円）

８０
７，３５７
４，２８７
６６８

２，４０１
１７，０１０
６，９７６
１０，０３３
２４，４４８

２
４９８
４９６
０
１

８７０
６

８６４
１，３７１

５１
０
－
０
－

１，５１５
１，５１５

－
１，５６６

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
　投資信託
　外国証券
合 計

売却額 売却損の合計額売却益の合計額

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額

取得原価種　類 差　額

連結貸借対照表
計上額が
取得原価を
超えるもの

連結貸借対照表
計上額が
取得原価を
超えないもの

合 計

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
　投資信託
　外国証券
　その他の証券
小 計
株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
　投資信託
　外国証券
　その他の証券
小 計

１，７３５
２３２，０６５
９８，８９９
５０，５８９
８２，５７７
８３，０４４
５１，０９６
３１，８８５

６２
３１６，８４６

５４６
２７，１２４
１４，２８８
２，２５４
１０，５８０
１４３，６７１
９９，３３９
４４，３３１

－
１７１，３４１
４８８，１８８

１，００３
２２５，９６５
９４，９４９
４９，６２２
８１，３９３
７９，０７９
４９，２５５
２９，８０８

１５
３０６，０４９

６２１
２７，４２１
１４，４９１
２，２６７
１０，６６３
１４７，６６４
１０１，５６８
４６，０９５

－
１７５，７０７
　４８１，７５６

７３２
６，１００
３，９４９
９６７

１，１８３
３，９６４
１，８４０
２，０７７
４６

１０，７９７
△７４
△２９７
△２０２
△１３
△８２

△３，９９３
△２，２２９
△１，７６４

－
△４，３６５
６，４３１

△１，７１６百万円
－　　　
－　　　
－　　　
－　　　

△１，７１６　　　
△１，７１６　　　

１，２７８百万円
４６８百万円
１３９百万円
１２４百万円
１１１百万円
３４０百万円

２，４６０百万円
△７０５百万円
１，７５４百万円

１，７０８百万円
１百万円

１，７０９百万円
４４百万円

５３８，１７１百万円
１５０，３１０百万円
１５７，４４０百万円
２１６，０８６百万円
５１３，３０６百万円
５０８，７０８百万円
２４，８６５百万円
１，５６７百万円

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
２．出資１口当り親会社株主に帰属する当期純利益金額             　　  ２９円８９銭
３．当金庫グループは、地区内の営業用店舗等６件の土地建物等について、減損損失を
特別損失（８４，５４１千円）として計上しております。
これらの営業用店舗等は、収益性の低下、不動産価格の下落及び使用目的の変化
等により、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損
損失としております。この減損損失のうち、土地に係るものは２９，９３３千円、事業
用建物に係るものは３，５４４千円、その他の有形固定資産に係るものは５１，０６４
千円であります。

　　なお、営業用店舗等については、個別に継続的な収支の把握を行っていることから
営業店単位（ただし、連携して営業を行っている場合は１グループ）で、遊休資産につ
いては各資産単位でグルーピングしております。
また、本部、事務センター、厚生施設等については独立したキャッシュ・フローを生
み出さないことから共用資産としております。
当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しているもの及び使
用価値により測定しているものがあります。正味売却価額により測定しているものに
ついては、固定資産税評価額等に基づき算出した時価額から処分費用等を控除した
金額に基づいております。

４．その他の特別損失は、合併関連に要した費用４８１，２６４千円及び創立１４０周年
記念事業に伴う費用１６，０６９千円であります。

５．当金庫と島田信用金庫の合併に関する事項は以下のとおりであります。
（１）計算書類に含まれる島田信用金庫の業績期間

令和１年６月２４日から令和２年３月３１日
（２）当該合併に要した支出額及びその科目名

支出額　４８１，２６４千円　　　　科目名　その他の特別損失

（注４）借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

預金積金のうち要求払預金は、「１年以内」に含めております。
２７．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これら

には、｢国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「投資信託」、「外国証券」、「その他の
証券」が含まれております。以下、２８まで同様であります。

その他有価証券

（注）１ 連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末における市場価格等に基づく時
価により計上したものであります。

２ その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比
べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認めら
れないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとと
もに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）
しております。
当連結会計年度における減損処理額は６８百万円（うち、株式６８百万円）で

あります。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、市場価格が取得原
価に比べて３０％以上下落した場合又は合理的に算定された価額が取得原価
に比べて５０％以上下落した場合によります。

２８．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

２９．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実
行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一
定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係
る融資未実行残高は、１３８，５１３百万円であります。このうち残存期間が１年以
内のものは、２５，６５８百万円であります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資
未実行残高そのものが必ずしも当金庫並びに連結される子会社及び子法人等の
将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多
くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫
並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は
契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約
時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定
期的に予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて
契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

３０．当連結会計年度末の退職給付債務等は、以下のとおりであります。
退職給付債務
年金資産（時価）
未積立退職給付債務
未認識数理計算上の差異
未認識過去勤務費用（債務の減額）
連結貸借対照表上額の純額
　　　退職給付に係る負債

３１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下の
とおりであります。
繰延税金資産
貸倒引当金
退職給付に係る負債　
減損損失
減価償却超過額
賞与引当金
その他
小 計
評価性引当額
繰延税金資産合計
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金　　　 
その他
繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額

３２．当金庫と島田信用金庫は、当金庫を合併存続金庫とする合併を行いました。
当合併に係る事項は以下のとおりであります。

（１）合併前における合併消滅金庫の名称
島田信用金庫

（２）合併の目的
スケールメリットを活かし、業務の多様化・高度化と深度ある金融サービスの強
化を図るとともに、両金庫の店舗網を効率的に活用することにより健全かつ強固な
経営基盤を構築し、一層お客様に信頼され、真に地域から必要とされる金融機関と
なって、これまで以上に地域社会の発展に貢献することを目的としております。

（３）合併が効力を生じた日
令和１年６月２４日

（４）合併存続金庫の名称
島田掛川信用金庫

（５）合併比率及びその算出方法
① 合併比率１：１（対等合併）
② 合併比率の算出方法

島田信用金庫の会員の出資１口（５００円）をもって、掛川信用金庫の会員の
出資１０口（１口５０円）にあてるものとする。

③ 出資一口当たりの金額 ５０円
（６）合併消滅金庫から引継いだ資産、負債及び純資産の額ならびに主な内訳

資産
うち預け金
うち有価証券
うち貸出金
負債　
うち預金積金
純資産　
うち出資金
※上記の項目については帳簿価額で評価しております。

（７）会計処理方法の統一について
会計処理方法は統一しております。
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2019年度項     目

連結自己資本充実の状況

連結自己資本充実の状況

連結自己資本比率（（ハ）／（ニ））

自己資本の額（（イ）－（ロ））（ハ）

△

△

－

－
－

－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

△

－
－
－
－

－
－
－
－
－

連結自己資本比率

自己資本

リスク・アセット等（３）

コア資本に係る基礎項目（１）

コア資本に係る調整項目（２）

　2019年度末の連結自己資本は主にコア資本に係る基礎項目とコア資本に係る調整項目で構成されています。
（単位：百万円、％）

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額

うち、出資金及び資本剰余金の額

うち、利益剰余金の額

うち、外部流出予定額（△）

うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に算入されるその他の包括利益累計額又は評価･換算差額等

うち、為替換算調整勘定

うち、退職給付に係るものの額

コア資本に係る調整後非支配株主持分の額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額　　

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る基礎項目の額（イ）

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額   

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

適格引当金不足額　　

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額

退職給付に係る資産の額

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額

信用金庫連合会の対象普通出資等の額

特定項目に係る10パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る15パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額（ロ）

信用リスク・アセットの額の合計額

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー 

うち、上記以外に該当するものの額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8パーセントで除して得た額

信用リスク・アセット調整額

オペレーショナル・リスク相当額調整額

リスク・アセット等の額の合計額（ニ）

※存続金庫である旧掛川信用金庫は2018年度においては連結の対象となる子会社、子法人等はありません。
（注）自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資産等に照らし自己

資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。
なお、当金庫グループは国内基準により連結自己資本比率を算出しております。

%

連結自己資本の構成1
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リスク・アセット 所要自己資本額

2019年度

（単位：百万円）

－
－
－
－
－
－
－

－

－

－

－

－
－
－
－

－
－
－
－
－

△

イ．信用リスクアセット・所要自己資本の額の合計

① 標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー

現金

我が国の中央政府及び中央銀行向け

外国の中央政府及び中央銀行向け

国際決済銀行等向け

我が国の地方公共団体向け

外国の中央政府等以外の公共部門向け

国際開発銀行向け

地方公共団体金融機構向け

我が国の政府関係機関向け

地方三公社向け

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け

法人等向け

中小企業等向け及び個人向け

抵当権付住宅ローン

不動産取得等事業向け

3ヵ月以上延滞等

取立未済手形

信用保証協会等による保証付

株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付

出資等

出資等のエクスポージャー

重要な出資のエクスポージャー

上記以外

他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその他外部TLAC関連調達手段に該当す
るもの以外のものに係るエクスポージャー

信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整項目の額に算入されなかった部分に係るエク
スポージャー

特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー

総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している他の金融機関等に係るその他外部TLAC関連調
達手段に関するエクスポージャー

総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融機関等に係るその他外部TLAC関連
調達手段のうち、その他外部TLAC関連調達手段に係る５％基準額を上回る部分に係るエクスポージャー

上記以外のエクスポージャー

② 証券化エクスポージャー

証券化　　STC要件適用分

　　　　　非STC要件適用分 

再証券化

③ リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー

　　　　　ルック・スルー方式

　　　　　マンデート方式

　　　　　蓋然性方式（250％）

　　　　　蓋然性方式（400％）

　　　　　フォールバック方式（1250％）

④ 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額

⑤ 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置によりリスク・アセットの額に算入
 　されなかったものの額

⑥ CVAリスク相当額を８％で除して得た額

⑦ 中央清算機関関連エクスポージャー

ロ．オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額

ハ．連結総所要自己資本額（イ＋ロ）

粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％
直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

所要自己資本の額＝リスク・アセット×４%
「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。
「３ヵ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「我が国の中央政府及び中央銀行向け」から
「法人等向け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。     
当金庫グループは、基礎的手法によりオペレーショナル・リスク相当額を算定しています。

＜オペレーショナル・リスク相当額（基礎的手法）の算定方法＞

連結総所要自己資本額＝連結自己資本比率の分母の額×４％

（注）1． 
2． 
3．

4．

5．

連結自己資本の充実に関する事項2

※存続金庫である旧掛川信用金庫は2018年度においては連結の対象となる子会社、子法人等はありません。

－
－
－
－
－
－
－

－

－

－

－

－
－
－
－

－
－
－
－
－

△
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　当金庫グループの信用リスクの管理方針及び手続きにつきましては、単体に準じます。

（単位：百万円）
（1） 信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高 〈地域別・業種別・残存期間別〉

国内

国外

地域別合計

製造業

農業・林業

漁業

鉱業・採石業・砂利採取業

建設業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業・郵便業

卸売業・小売業

金融業・保険業

不動産業

物品賃貸業

学術研究･専門･技術サービス業

宿泊業

飲食業

生活関連サービス業・娯楽業

教育･学習支援業

医療･福祉

その他のサービス

国・地方公共団体等

個人

その他

業種別合計

1年以下

1年超3年以下

3年超5年以下

5年超7年以下

7年超10年以下

10年超

期間の定めのないもの

残存期間別合計

2019年度2019年度2019年度2019年度2019年度

地域区分
業種区分
期間区分

エクスポージャー
区分 3ヵ月以上延滞

エクスポージャー債　券 デリバティブ取引

信用リスクエクスポージャー期末残高

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の

オフ・バランス取引

（注）1． 
2． 
3．
4．
5．

オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。
「3ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことです。
上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分に分類することが、困難なエクスポージャーです。
CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

連結自己資本充実の状況

信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）3

※存続金庫である旧掛川信用金庫は2018年度においては連結の対象となる子会社、子法人等はありません。
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－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－
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格付適用無し格付適用有り

－

－

－

－

－
－

－
－

0%

10%

20%

35%

50%

75%

100%

150%

250%

1250%

その他 

合計

（2）一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高

株式会社格付投資情報センター（R&I）、株式会
社日本格付研究所（JCR） 
株式会社格付投資情報センター（R&I）、株式会
社日本格付研究所（JCR）、ムーディーズ・インベ
スターズ・サービス・インク（Moody's）、スタン
ダード&プアーズ・レーティング・サービシズ
（S&P） 
株式会社格付投資情報センター（R&I）、株式会
社日本格付研究所（JCR）、ムーディーズ・インベ
スターズ・サービス・インク（Moody's）、スタン
ダード&プアーズ・レーティング・サービシズ
（S&P）、フィッチ・レーティングス（Fitch）のうち
運用会社が使用する機関

（注）1． 
2． 

3．

格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェ
イトに区分しています。
エクスポージャーの種類ごとの判定に使用する適格格付機関
は以下のとおりです。
国内債券…
  
外国債券…

投資信託…

（単位：千円）

期末残高

一般貸倒引当金
個別貸倒引当金
合計

※存続金庫である旧掛川信用金庫は2018年度においては連結の対象となる子会社、子法人等はありません。
（注）当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。

※存続金庫である旧掛川信用金庫は2018年度においては連結の対象となる子会社、子法人等はありません。

※存続金庫である旧掛川信用金庫は2018年度においては連結の対象となる子会社、子法人等はありません。

（3） 業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等

（4） リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等
（単位：百万円）

告示で定める
リスク･ウェイト区分（％）

エクスポージャーの額

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

－

－

－

－
－
－
－

－
－

－

－
－
－
－

－
－
－
－

－
－

－
－

－

－
－

－

2019年度2019年度2019年度2019年度2019年度

目的使用額 期末残高 当期増減額期首残高
貸出金償却

製造業

農業・林業

漁業

鉱業・採石業・砂利採取業

建設業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業・郵便業

卸売業・小売業

金融業・保険業

不動産業

物品賃貸業

学術研究･専門･技術サービス業

宿泊業

飲食業

生活関連サービス業・娯楽業

教育･学習支援業

医療･福祉

その他のサービス

国・地方公共団体等

個人

合計

個別貸倒引当金

（単位：百万円）

△

－

－

△

△

－

△

△

－
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（注）グロス再構築コストの額は、ゼロを下回らないものに限っています。
※存続金庫である旧掛川信用金庫は2018年度においては連結の対象となる子会社、子法人等はありません。

（1） 保有する証券化エクスポージャーの額及び
　　主な原資産の種類別の内訳

［該当ありません］

［該当ありません］

（2） 保有する証券化エクスポージャーの適切な数の
　　リスク・ウェイトの区分ごとの残高及び
　　所要自己資本の額等

① 連結グループがオリジネーターの取引は行っておりません。
② 連結グループが投資家の場合

　当金庫グループの証券化エクスポージャーに関する管理方針及び手続の概要につきましては、単体に準じます。

連結自己資本充実の状況

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項5

証券化エクスポージャーに関する事項6

カレント・エクスポージャー方式
（単位：百万円）

与信相当額の算出に用いる方式

グロス再構築コストの額

グロス再構築コストの額及びグロスのアドオン合計額から担保に
よる信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額を差し
引いた額

（単位：百万円）

派生商品取引合計 

外国為替関連取引

長期決済期間取引

合計

担保による信用リスク削減手法の効果を
勘案する前の与信相当額

担保による信用リスク削減手法の効果を
勘案した後の与信相当額

信用リスク削減手法に関する事項4

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

（単位：百万円）

適格金融資産担保 保　証 クレジット・デリバティブ信用リスク削減手法ポートフォリオ

－

－
－
－
－

－
－
－
－

－

※存続金庫である旧掛川信用金庫は2018年度においては連結の対象となる子会社、子法人等はありません。
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（1） 連結貸借対照表計上額及び時価

　出資等エクスポージャーに関するリスク管理方針及び手続の概要につきましては、17ページの信用リスク管理及び市場リスク管理
の欄をご覧ください。

上場株式等

非上場株式等

合計

連結貸借対照表計上額 時　価

（単位：百万円）

（4） 連結貸借対照表及び
連結損益計算書で認識されない評価損益の額

評価損益

（単位：百万円）

（1）当金庫グループのオペレーショナル・リスクの管理方針及び手続きの概要につきましては、単体に準じます。
（2）当金庫グループのオペレーショナル・リスク相当額算出につきましては、基礎的手法を採用しております。

オペレーショナル・リスクに関する事項7

出資等エクスポージャーに関する事項8

　連結子会社等の金利リスクに関する当金庫への影響は、連結子会社等の資産規模等より軽微なため、連結ベースの金利リスクの算
出は行っておりません。
　なお、単体の金利リスク量は本誌47ページ「10．金利リスクに関する事項」をご参照ください。

金利リスクに関する事項10

（2） 出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額
売却益

売却損

償却

（単位：百万円）

（3） 連結貸借対照表で認識され、かつ、
連結損益計算書で認識されない評価損益の額

評価損益

（単位：百万円）

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項9

ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー

マンデート方式を適用するエクスポージャー

蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー

蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー

フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー

（単位：百万円）

－

－

－

－

－

－

※存続金庫である旧掛川信用金庫は2018年度においては連結の対象となる子会社、子法人等はありません。

※存続金庫である旧掛川信用金庫は2018年度においては連結の対象となる子会社、子法人等はありません。

※存続金庫である旧掛川信用金庫は2018年度においては連結の対象となる子会社、子法人等はありません。

※存続金庫である旧掛川信用金庫は2018年度においては連結の対象となる子会社、子法人等はありません。

※存続金庫である旧掛川信用金庫は2018年度においては連結の対象となる子会社、子法人等はありません。

区　分
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報酬体系について

　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。対象役員に対する報酬等は、職務執
行の対価として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構
成されております。

　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の非常勤役員、当金庫の職員、当金庫の主要な連結子法人等の役職員で
あって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当金庫の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　なお、2019年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

（3） その他
　「信用金庫法施行規則第132条第1項第6号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用金庫等の業務の運営又は財産の状況に重要
な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成24年3月29日付金融庁告示第22号）第3条第1項第3号及び第5号並
びに第2項第3号及び第５号に該当する事項はありませんでした。

（1） 報酬体系の概要

基本報酬及び賞与 退職慰労金

（単位：百万円）

対象役員に対する報酬等

支払総額区　分

（2） 2019年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

（注） 対象役員に該当する理事は16名、監事は2名です（期中退任者および期中に監事を退
任し、理事に就任した者も含む）。
左記の内訳は、「基本報酬」190百万円、「賞与」21百万円となっております。
　なお、使用人兼務役員の使用人としての報酬等を含めており、また、「賞与」は職員の
給与規程に基づき支払った金額です。
使用人兼務役員の使用人としての報酬等を含めております。

1． 

2． 

3．

（注）1． 
2． 

3． 
4． 

対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
「主要な連結子法人等」とは、当金庫の連結子法人等のうち、当金庫の連結総資産に対して2％以上の資産を有する会社等をいいます。なお、2019年度においては、該当する会社は
ありませんでした。
「同等額」は 、2019年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
2019年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はいませんでした。

　非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、
総代会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額
の最高限度額を決定しております。
　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任
年数等を、各理事の賞与額については前年度の業績等をそれ
ぞれ勘案し、当金庫の理事会において決定しております。また、
各監事の基本報酬額及び賞与額につきましては、監事の協議
により決定しております。
　ただし、使用人兼務役員の使用人部分の報酬は、職員の給与
規程に基づき支給しております。

　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計
上し、退任時に総代会で承認を得た後、支払っております。
　なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払い
に関して、主として次の事項を規程で定めております。
　　決定方法
　　支払手段
　　決定時期と支払時期

報酬体系について

対象役員1

対象職員等2
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単体〈信用金庫法施行規則第132条等における規定〉

1.金庫の概況及び組織に関する事項
イ.事業の組織
ロ.理事及び監事の氏名及び役職名
ハ.事務所の名称及び所在地
2.金庫の主要な事業の内容
3.金庫の主要な事業に関する事項
イ.直近の事業年度における事業の概況
ロ.直近の5事業年度における主要な事業の状況
（ 1 ）経常収益
（ 2 ）経常利益または経常損失
（ 3 ）当期純利益または当期純損失
（ 4 ）出資総額及び出資総口数
（ 5 ）会員数
（ 6 ）純資産額
（ 7 ）総資産額
（ 8 ）預金積金残高
（ 9 ）貸出金残高
（10）有価証券残高
（11）単体自己資本比率
（12）出資に対する配当金
（13）役員数
（14）職員数
ハ.直近の2事業年度における事業の状況を示す指標
（ 1 ）主要な業務の状況を示す指標

①業務粗利益及び業務粗利益率
②資金運用収支、役務取引等収支及びその他業務収支
③資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、利息、
　利回り及び資金利鞘
④受取利息及び支払利息の増減
⑤総資産経常利益率
⑥総資産当期純利益率

（ 2 ）預金に関する指標 
①流動性預金、定期性預金、
　譲渡性預金その他の預金の平均残高
②固定金利定期預金、変動金利定期預金及び
　その他の区分ごとの定期預金の残高

（ 3 ）貸出金等に関する指標      
①手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手形の
　平均残高
②固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残高
③担保の種類別の貸出金残高及び債務保証見返額
④使途別の貸出金残高
⑤業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合
⑥預貸率の期末値及び期中平均値

（ 4 ）有価証券に関する指標  
①商品有価証券の種類別の平均残高
②有価証券の種類別の残存期間別の残高
③有価証券の種類別の平均残高
④預証率の期末値及び期中平均値

4.金庫の事業の運営に関する事項
イ.リスク管理の態勢
ロ.法令遵守の態勢
ハ.中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況
ニ.金融ADR制度への対応

……………………………………………………………………………………………………

………………………………………………………………

……………………………………………………………………　　

………………………………………………………………………………

………………………………………………………

………………………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………

…………………………………………………………

…………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………………………

………………………………………………………………………………………………

………………………………………………………………………………………………

……………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………………

……………………………………………………………………………………

……………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………………………

……………………………………………………

……………

……………………………………………………………………

……………………………………………………

…………………………………………………………………………

……………………………………………………………………

………………………………………

…………………………………………

…………………………………………………………………………………………

………………

…………………

……………………………………………………………………

……………

………………………………………………

……………………………………………

……………………………………

……………………………………………………

………………………………………………

………………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………………

………

……………………………………………………………………………

…………………………………

…………………………………………………………

……………………………………………………………

…………………………………………

……………………………………………

……………

………………………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………………

………

……………………………………………

…………………………………………………………………………………………

………………………

…………………………………………………………………………………………

……………

………………………………………………………………………………………………………

……………………………………………

…………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………………

……………………………………………………

…………………………………………………………………………

………………………………………………………

………………………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………

…………………………………………………………

………………………………………………………………………………………………

………………………………………………………………………………………………

………………………………………………………………………………

…………………

…………………………………………………………

……………………………………………………………

…………………………………………

……………………………………………

…………

……………………………………………………………………

27
27

61・62
29

3

3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3

35
35

35
36
35
35

37

37

38
38
38
38
38
36

39
39
39
36

17
15
11
16

5.金庫の直近の2事業年度における財産の状況
イ.貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書
ロ.貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額
（ 1 ）破綻先債権に該当する貸出金
（ 2 ）延滞債権に該当する貸出金
（ 3 ）3ヵ月以上延滞債権に該当する貸出金
（ 4 ）貸出条件緩和債権に該当する貸出金
ハ.自己資本の充実状況について金融庁長官が別に定める事項
ニ.次に掲げるものに関する取得価額または契約価額、
 　時価及び評価損益
（ 1 ）有価証券
（ 2 ）金銭の信託
（ 3 ）デリバティブ取引
　　（信用金庫法施行規則第102条第1項第5号に掲げる取引）

ホ.貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
ヘ.貸出金償却の額
ト.金庫が貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書に
　 ついて会計監査人の監査を受けている場合にはその旨

6.報酬等に関する事項

連結〈信用金庫法施行規則第133条等における規定〉

1.金庫及びその子会社等の概況に関する次に掲げる事項
イ.金庫及びその子会社等の主要な事業の内容及び組織の構成
ロ.金庫の子会社等に関する次に掲げる事項
（ 1 ）名称
（ 2 ）主たる営業所または事務所の所在地
（ 3 ）資本金または出資金
（ 4 ）事業の内容
（ 5 ）設立年月日
（ 6 ）金庫が所有する子会社等の議決権の総株主または
　    総出資者の議決権に占める割合
（ 7 ）金庫の一の子会社等以外の子会社等が保有する当該一の
       子会社等の議決権の総株主、総社員または総出資者の
  　  議決権に占める割合

2.金庫及びその子会社等の主要な事業に関する事項
イ.直近の事業年度における事業の概況
ロ.直近の連結会計年度における主要な事業の状況を示す指標
（ 1 ）経常収益
（ 2 ）経常利益または経常損失
（ 3 ）当期純利益または当期純損失
（ 4 ）純資産額
（ 5 ）総資産額
（ 6 ）連結自己資本比率

3.金庫及びその子会社等の直近の2連結会計年度における
　財産の状況に関する事項    
イ.連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結剰余金計算書
ロ.貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額  
（ 1 ）破綻先債権に該当する貸出金
（ 2 ）延滞債権に該当する貸出金
（ 3 ）3ヵ月以上延滞債権に該当する貸出金
（ 4 ）貸出条件緩和債権に該当する貸出金
ハ.自己資本の充実の状況について金融庁長官が別に定める事項
ニ.金庫及びその子法人等が2以上の異なる種類の事業を
　営んでいる場合の事業の種類ごとの区分に従い､当該区分に　
　属する経常収益の額、経常利益または経常損失の額及び
　資産の額として算出したもの

30

4
4
4
4
41

39
40

40
36
36

31
59

48

48
48
48
48
48

48

48

48

48
48
48
48
48
48

49

48
48
48
48
53

48

　このディスクロージャー資料は、信用金庫法第89条（銀行法第21条準用）に基づいて作成されておりますが、その基準における各項
目は以下のページに掲載しています。

索　引

開示項目一覧
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島田市

菊川市

店舗のご案内

■店舗網の再構築
　当金庫は営業力の強化・顧客サービスの向上を目的として、店舗網の再構築を実施します。

　一部の店舗において「昼休業」を導入しております。お客様には大変ご不便をお掛けしますが、ご理解、ご協力をお願い申し上げます。
金融機関コード 1513　● 貸金庫設置店舗

2020年6月1日現在

店舗名貸金庫 郵便番号 所在地 電 話

島田本店営業部
向谷支店
七丁目支店
初倉支店
六合支店
島田北支店
島田西支店
金谷支店
金谷扇町支店
五和支店
家山支店

427-0022
427-0038
427-0022
427-0111
427-0019
427-0057
427-0044
428-0016
428-0015
428-0007
428-0104

0547-35-6511
0547-37-4121
0547-37-2185
0547-38-1001
0547-35-2811
0547-34-5211
0547-37-2211
0547-45-2161
0547-45-2411
0547-45-5291
0547-53-2121

島田市本通三丁目２－１
島田市稲荷三丁目２０－４３
島田市本通七丁目８３８８－１
島田市阪本１３２５－２
島田市道悦五丁目２－５
島田市元島田２４４－４
島田市宮川町２４７１－１
島田市金谷宮崎町２０３７－１
島田市金谷扇町３９１－５
島田市島８９６－２
島田市川根町家山４３４－５

掛川市

●
●

●

●

●

菊川支店
菊川駅前支店
菊川南支店
小笠支店
小笠東支店

439-0006
439-0006
439-0018
437-1514
437-1514

0537-35-3161
0537-35-3161
0537-36-5111
0537-73-2331
0537-73-2331

菊川市堀之内１４８４
菊川市堀之内１４８４（菊川支店内）
菊川市本所１４４４
菊川市下平川１６０９－２
菊川市下平川１６０９－２（小笠支店内）

●
●
●
●
●

本店営業部
アピタ掛川出張所
連雀支店
下俣支店
掛川東支店
城北支店
桜木支店
駅南支店
掛川駅前支店
大東支店
大東南支店
大東北支店
大須賀支店

436-0028
436-0043
436-0093
436-0025
436-0073
436-0052
436-0224
436-0028
436-0077
437-1421
437-1421
437-1401
437-1301

0537-22-6111
0537-23-5711
0537-22-3911
0537-22-3251
0537-24-4151
0537-24-6211
0537-24-7711
0537-22-1311
0537-24-4115
0537-72-2481
0537-72-2481
0537-74-4811
0537-48-2611

掛川市亀の甲二丁目２０３
掛川市大池２８２６
掛川市連雀３－１１
掛川市下俣２００－１
掛川市金城６７
掛川市柳町３
掛川市富部９５０－１
掛川市亀の甲二丁目１－１
掛川市駅前２－４
掛川市大坂１６２０
掛川市大坂１６２０（大東支店内）
掛川市高瀬９５－１
掛川市横須賀１４６０－１

●

●
●
●
●
●
●
●

●
●

店舗の統合等の手法

島田掛川信用金庫店舗一覧

　複数の店舗を1つの店舗に集約する手法であり、一般には営業
地域が隣接する店舗を僚店内に移転し、一つの建物の中で複数
店舗が営業活動を行う仕組みを言います。

1. 店舗内店舗

▲

 実施状況

　店舗の建物は変わることなく母店と子店の関係となり営業します。子店の機能を個人
のお客様の預金取引等に特化し営業する方法です。

２．機能特化店舗化（サテライト店）

▲

 実施状況
駅南支店（掛川市）
掛川駅前支店
袋井南支店
島田西支店
大東北支店（掛川市）
細江支店（牧之原市）
榛原東支店（牧之原市）
相良北支店（牧之原市）

2020年7月 
 
 
 
2020年10月予定 

実施時期 サテライト店（子店） 母 店

本店営業部 
連雀支店 
袋井支店 
島田本店営業部 
大東支店 
榛原支店 
榛原支店 
相良支店 

吉田北支店を神戸支店内において営業

大東南支店を大東支店内において営業

小笠東支店を小笠支店内において営業

浜岡北支店を浜岡支店内において営業

御前崎西支店を御前崎支店内において営業

菊川駅前支店を菊川支店内において営業

　支店のお取引を統合店舗に集約した後に廃店をする方法です。

３．統合
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袋井市 遠鉄ストア浅羽店● ●

愛知県

焼津市

藤枝市

島田市

菊川市

袋井市

静岡市

焼津市

藤枝市

御前崎市

牧之原市

JR名古屋セントラルタワーズ
JR名古屋セントラルタワーズスカイシャトル
中部国際空港

●
●
●

●
●
●

掛川市役所
中東遠総合医療センター
JR掛川駅
大東ショッピングプラザ　ピア
イオンタウン大須賀
カインズホーム掛川店
スーパーサンゼン

●
●
●
●
●
●

●
●
●
●
●

田子重西焼津店
田子重登呂田店
ザ・コンボグランリバー大井川店

●
●
●

●
●
●

菊川市役所
菊川市立総合病院
フードマーケットマム小笠店● ●

藤枝市役所
藤枝市立総合病院
アスティ藤枝
エスポット藤枝店
富士屋高洲店

●
●
●
●

●
●
●

御前崎市役所
イオンタウン浜岡ショッピングセンター● ●

牧之原市役所相良庁舎
榛原総合病院
富士山静岡空港● ●

千頭（旧千頭支店）

榛原郡 吉田支店
神戸支店
吉田北支店
川根支店

421-0301
421-0304
421-0304
428-0313

0548-32-1231
0548-32-0800
0548-32-0800
0547-56-1131

榛原郡吉田町住吉１７３５－１
榛原郡吉田町神戸２１９０－１
榛原郡吉田町神戸２１９０－１（神戸支店内）
榛原郡川根本町上長尾８２４－１

店舗名貸金庫 郵便番号 所在地 電 話

日祝日稼働土曜日稼働

榛原支店
榛原東支店
細江支店
相良支店
牧の原支店
相良北支店

421-0422
421-0421
421-0421
421-0523
421-0501
421-0526

0548-22-1155
0548-23-0330
0548-22-7211
0548-52-1322
0548-27-2244
0548-52-4911

牧之原市静波２０７－１
牧之原市細江１１３１－５
牧之原市細江４４０５－１
牧之原市波津７０３－１
牧之原市東萩間２７７５
牧之原市大沢一丁目２

御前崎支店
御前崎西支店
浜岡支店
浜岡北支店

437-1621
437-1621
437-1612
437-1612

0548-63-3371
0548-63-3371
0537-86-2390
0537-86-2390

御前崎市御前崎１１１－３
御前崎市御前崎１１１－３（御前崎支店内）
御前崎市池新田３９４５－１
御前崎市池新田３９４５－１（浜岡支店内）

藤枝支店
藤枝東支店
藤枝南支店

426-0034
426-0018
426-0051

054-641-5351
054-643-4131
054-635-2111

藤枝市駅前二丁目１１－９
藤枝市本町四丁目２－３
藤枝市大洲二丁目２０－３３

静岡支店
豊田支店
西千代田支店
清水支店

420-0053
422-8027
420-0841
424-0043

054-251-0401
054-283-3151
054-246-4611
054-364-8711

静岡市葵区弥勒一丁目３－１２
静岡市駿河区豊田三丁目４－１
静岡市葵区上足洗二丁目１－１
静岡市清水区永楽町１１－１６

袋井支店
袋井南支店
浅羽支店

437-0015
437-0036
437-1101

0538-42-0111
0538-43-3811
0538-23-7211

袋井市旭町二丁目４－２８
袋井市小川町１４－４
袋井市浅羽１５２－１

磐田支店 438-0071 0538-37-0111磐田市今之浦二丁目１０－１１

島田市役所
島田市民病院
アピタ島田
バロー井口店
食鮮館タイヨー元島田店
食鮮館タイヨー稲荷店
食鮮館タイヨー栄町店

●
●
●
●
●
●
●

●
●
●
●
●

店外キャッシュコーナー

焼津支店
西焼津支店
大井川支店

425-0021
425-0074
421-0218

054-627-2711
054-628-5300
054-622-0515

焼津市中港一丁目４－１７
焼津市柳新屋８４２
焼津市下江留２１７－３

●
●

●
●

●
●
●
●
●
●

●

●

●
●
●
●

●
●

磐田市

掛川市 ●榛原郡
牧之原市

御前崎市

日祝日稼働土曜日稼働

2020年6月1日現在
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編集発行　島田掛川信用金庫経営企画部


